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パート IV 技術開発





第13章　新型原子炉



キーポイント

新型軽水炉(LWR)

・原子力技術にはいくつかの世代が存在する。現在稼動している大部分のプラントは第II

世代の原子炉である。今日利用できる新型原子炉は第III世代と第III世代プラスに当たり、

第IV世代は2030年以降の実用化を目指して開発されているところである。

・今日の原子力発電所のおよそ8割は第II世代の軽水炉であり、これらは今世紀の半ばま

で原子力発電の主流を占める。

・将来の軽水炉は第III世代プラスとなると見込まれており、すでに4基が運転しており数

基が建設中。この炉は第II世代軽水炉と比べて、安全性が向上し経済性も高い。

水素生産可能の新型高温炉

・第III世代プラスの高温ガス冷却炉は、輸送用の水素生産やプロセス熱を利用する他の産

業向けに十分な高温を作ることができる。この炉は2020年以降に商業化されるであ

ろう。

・輸入石油への依存を減らすべく、核熱利用による水素製造のための研究開発投資が世界

的に十分に行われており、2020年ごろの商業化が期待される。

第IV世代エネルギーシステム

・第IV世代エネルギーシステムについては、重要な国際協力が進められている。少なくと

も三つの計画が進行中であり、安全性、持続可能性、経済性、核拡散抵抗性を備えた原

子力技術の利用を目指している。三つの計画とは、NEAが国際技術事務局を務める

「第IV世代原子炉に関わる国際フォーラム(GIF)」、米国指導の「国際原子力エネルギー

パートナーシップ(GNEP)」とIAEA主導の「新型原子炉ならびに燃料サイクル国際プ

ロジェクト(INPRO)」である。

・GIFでは、燃料サイクルを含む6つのシステムが研究開発対象として選定されている。

その多くは、閉じた燃料サイクルと組み合わされた高速炉である。

小型炉(30万kＷ以下)と中型炉(30から70万kW)

・多くのOECD諸国では100～160万kＷ級の原子炉が必要とされているが、配電網が

小規模な地域や地勢的に孤立した地域において、特に熱や水の供給も併せて行う場合に

は、中小型炉が重要な発電源となりうる。

・多くの中小型炉用デザインが開発されており、その約半数は、資本費を抑え、核不拡散

の保障を容易にするために、オン･サイトでの燃料交換機能を持たないこととしている。

中小型炉は固有で静的な方法で高い安全性を達成しており、原子力の経験に乏しい国々

にとっては特に有用である。しかしながら中小型炉技術は商業的には未だ確立していな

い。
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核融合

・人工的に核融合を実現する技術は、わずか数秒ではあるものの達成されている。その技

術は本質的に核分裂に比べてはるかに複雑であり、その経済性も極めて不透明である。

核融合による商業的発電は少なくとも今世紀後半まではほぼ有り得ない。

・50億ユーロに達する国際熱核実験炉(ITER)プロジェクトの建設サイトとして、フラン

スのカダラッシュが選ばれた。

13.1 はじめに
新型炉とは第III世代、第III世代プラス、第IV世代に相当する原子炉である。これを説明

するために、本章では始めに原子炉を世代によって分類し、ついで第III世代と第III世代プ

ラスのシステム(何基かはすでに運転あるいは建設中)の概要を紹介する。これらは次の

50年間、原子力発電の中核を担うと期待されている。2030年からの利用が期待される

第IV世代原子炉システムの開発については、核物質防護と核拡散抵抗性を強化しつつ、非

炭素系の原子力エネルギーの利用拡大を狙って、幅広い国際協力が実施されている。これ

らの計画は13.4節で議論する。

典型的な原子炉のサイズは、過去半世紀の間に、5万kW級の原型炉から現在ヨーロッ

パで建設中の160万kWにまで大きくなっているが、大規模な配電網がない国々では、最

新の小型ないし中型の炉が適当ではないかと考えられている。これについては、13.5節

で議論する。

今日、原子力エネルギーはほとんどすべて発電に使われている。しかし、原子力エネル

ギー利用では熱を生じており、それは淡水化、地域暖房、さらに重要なものとして水素生

産に利用可能である。核熱の産業利用は、原子力エネルギーに関わる議論の中で最も広範

に渡るものであり、13.6節で論じられる。

最後に13.7節で核融合について概観し、現在までの進展と商用化へのロードマップを

紹介する。

13.2 原子炉の世代
｢新型炉｣とは何か、現在稼動中の原子力発電プラントとどう関係しているのか？原子炉

はその世代によって、ある程度分類可能である。

・第I世代とは原型炉や1950～60年代に開発された初期の商用炉で、現存しているの

はごくわずかである。

・第II世代は1970～80年代に商用発電炉として建設され、大部分は、ほぼ同じような

設計に基づいている。その多くは今日でも運転しており、多くの典型的な例では60年

の寿命延長申請を伴っている。

・第III世代は1990年代に開発され、安全性や経済的な利点を有する数々の進歩的な原子
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炉である。第III世代プラス炉は最近開発されているもので、より多くの進んだ特性を有

している。第III世代および第III世代IIIプラスの原子炉は、現在のところ少数が建設され

ているのみである。

・第IV世代は、廃棄物の最少化と核物質防護・核拡散抵抗性の向上を図りつつ、安全性と

経済性を一層強化した特性を持っている。国際的な共同計画によると、2030年まで

の商業的利用を目標としている。

本章では一般的に高度な原子炉システムとみなされている第III世代，第III世代プラスお

よび第IV世代を扱う。現在運転中の主要なプラントの大部分は第II世代であり、補遺5で

説明する。

13.1図は、種々の世代の原子炉間の関係について、第IV世代国際フォーラムによる見

方を示したものである。

今日運転中の第II世代プラントの内、およそ8割は減速材と冷却材ともに通常の水(軽水)

を使っている。それ以外の原子炉は減速材と冷却材として重水を使っており、これらは主

にカナダとインドにある。第II世代のガス冷却炉18基はすべて英国で運転されている。

LWRは今世紀中ごろまで原子力発電の主流であり続けると考えられている。2010年

から20年にかけて、第III世代およびIIIプラス世代(13.3節で説明する)の採用により原子

力発電が顕著に拡大する可能性がある。この世代のプラントは既に日本では運転中であり、

またいくつかのプラントが台湾と欧州で建設中である。これらのプラントは現行の第II世
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図13.1　原子炉世代間の関係

出典：NEAより(2008年)
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代軽水炉に比べて安全性と経済性の改善を達成している。

高温ガス冷却炉の開発に対して、再び関心が高まっている。この炉型は、非常に高温な

冷却材(ヘリウム)を用いて運転されることから、ガスタービンを直接駆動できる。加えて、

この高温をプロセス用の熱として供給し、例えば水素を生産する事も可能である。高温ガ

ス冷却炉は軽水炉と比べていくつかの優れた固有の安全性と高い熱効率を有している。第

III世代プラスのガス冷却炉は、次の10年間のうちには利用可能になると期待されている。

高速炉は、過去において大型の原型炉まで開発されたが、商業的な利用には至っていな

い。増殖炉として活用できることから新たな関心が寄せられている。増殖炉では、消費す

る以上に燃料が生産され、その結果ウラン1トンあたりの利用可能エネルギーが大幅に増

大することとなる。また、最終処分される廃棄物の放射能量を大幅に削減できる可能性が

ある。商用高速炉は第IV世代となる。

第IV世代新型炉の設計上の重要な特徴は、核拡散抵抗性の改善とテロの脅威に対する核

物質防護性の向上(PR&PP)である。世界的な協力の下に現在設計開発がなさている将来

型の原子炉は、兵器として使える物質の転用や盗用に対して魅力を有しない、少なくとも

望ましくない特性を持ち、テロの行為に対して核物質防護が強化されたものとなる。

13.3 第III世代および第III世代プラス原子炉
今日世界で運転している原子炉の大多数は第II世代の設計である。第III世代の原子炉は

第II世代炉をベースに、燃料技術の改良、安全系の強化や標準設計の漸進的な改良を盛り

込んでおり、建設費と運転費の低下につながっている。第III世代プラス炉は第III世代の延

長で、追加的な、時には革新的な改良と受動的な安全特性を有している。これらの設計で

は、とりわけ想定外事象の場合でも、動的制御機器を使わずに原子炉を安全な状態に維持

できるとしている。

第III世代と第III世代プラスの違いは明確ではなく、最初の許認可や建設時期により区分

する場合がある。NEAとしてはこれらを、設計の改良によって、大量の放射性物質をサ

イト外放出する事故の可能性が、サイト外の緊急時計画を要しないまでに低減されている

かどうかで区別してはどうかと考えている。第III世代ならびに第III世代プラスのプラント

の例を以下に示す。

ジェネラル･エレクトリック、日立、東芝のABWRとESBWR

ジェネラル・エレクトリック、日立、東芝の改良沸騰水型炉(ABWR)は、再循環ポンプ

を内蔵(原子炉圧力容器内)し、大口径の再循環配管を不要としている。出力は約135万

kWである。4基のABWRが日本で稼動しており、わずか46カ月で建設されたものもあ

る。別の2基が台湾で2009年か2010年に完成予定で、もう1基が2008年に日本で建

設開始されている。経済的簡素化沸騰水型原子炉(ESBWR)は、より受動的な特性を取り

込んでいる。異常事象では炉心は凝縮器によって冷やされるが、これは圧力容器あるいは

格納容器の蒸気が凝縮後に自然循環によりその熱を水プールに逃がし、その後再び容器に
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もどることによる。原子炉は155万kWの電気出力を有し、米国内ではNRC設計認証の

審査段階にある。米国の電力2社はすでに統一建設運転許可申請(COL)を提出している。

アレバNP EPR(欧州加圧水型炉)

欧州加圧水型炉は、米国向けには「進化型」加圧水型発電炉とも呼ばれ、アレバNP1

により設計・開発された。2008年5月段階で2基が建設中(1基はフィンランド、もう1

基はフランス)である。また別の2基が中国の第10期経済計画内で計画されていて、

2009年に建設開始の予定である。EPRの設計は、それ以前のPWRに進化的な改良を加

え、電気出力を160万kWに増強したものである。米国電力１社が2008年春にUS-EPR

のCOLを提出し、他電力も追随すると表明している。この炉は2007年12月以来、米国

原子力規制委員会(US NRC)の設計認証審査段階にある。

ウェスティングハウス　AP1000

ウェスティングハウス社のAP600 PWRは、US NRCの最終設計認証を1999年に受

けた最初の次世代原子炉であり、2006年にはより大型のAP1000に引き継がれた。

AP1000は2ループで電気出力111万7千kWのPWRである。設計は既存技術を活用し

たものであるが、第II世代PWRと比べて機器数を大幅に減らしている。2007年春、中

国国家核公司は4基のAP1000を契約した。2008年3月末の時点では、5つの米国電力

がAP1000のCOLを提出し、うち2つのEPC(エンジニアリング、機器手当て、建設)契

約がなされている。

AECL ACR-1000

カナダ原子力エネルギー社(AECL)は、改良型CANDU炉(ACR-1000)(120万kWの

重水炉)を開発している。2016年からの供用を目指して、カナダ規制当局の広範な事前

認可審査を受けている。ACR-1000は従来のCANDUとは異なり、重水ではなく軽水を

冷却材としている。この結果、重水清浄と回収系のシステム数が少なくなり、格納容器大

気浄化系も簡素化された。重水は減速材として保持され、低い温度と圧力で作動している。

低濃縮ウラン燃料を使うことが既存のCANDUとの違いで、これにより、はるかに大きな

エネルギーをウランから取り出すことができる。またこの炉は混合ウラン/プルトニウム

酸化物(MOX)とトリウムを燃料とすることができる。従来炉と同じように、改良型

CANDUでは運転中の燃料交換が可能で、原子炉建屋やプラントは運転中保守のための立

ち入りが可能である。
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13.4 新型原子炉についての国際協力
世界中で数多くの原子炉開発が進められており、限られた研究開発資源を活用して最大

限の成果を得るには、緊密な国際協力が求められることは明らかである。少なくとも次の

三つの計画が国際的に進行している：

・第IV世代原子炉に関する国際フォーラム(GIF)

・国際原子力エネルギーパートナーシップ(GNEP)

・新型原子炉および燃料サイクルについての国際プロジェクト(INPRO)

GIFとGNEPは将来のプラントのための先進的な原子炉を開発する目的があるが、

INPROは技術の保有者とその技術の利用者を集めて、原子炉と燃料サイクルの革新に必

要な国際的活動を協議する場である。加えて小型および中型炉の開発についての重要な国

際協力もあり、そこでは送電網が十分でない国々での適用が考えられている。ここではこ

れらの計画の狙いを述べる。

13.4.1 第IV世代原子炉に関する国際フォーラム(GIF)

13の国と機関－アルゼンチン、ブラジル、カナダ、中国、ユーラトム、フランス、日

本、韓国、ロシア、南アフリカ、スイス、英国と米国－は第IV世代原子炉に関する国際フ

ォーラムを結成し、その国際技術事務局をNEAが務めている。このフォーラムは、経済

的な競争力を有する安定したエネルギー源の提供と、安全性の向上、放射性廃棄物の最少

化および核物質防護と核拡散抵抗性の強化といった課題に十分に対応する将来の原子力エ

ネルギーシステムを開発することを目的としている。第IV世代システムは様々な国々と利

用者のニーズに対応することを意図している。

GIFは、その第一段階として、原子力エネルギーコンセプトについて総合的な評価を行

い、もっとも可能性の高い第IV世代原子力エネルギーシステムの候補を選定した。第IV

世代原子力エネルギーシステム技術ロードマップ(NERAC/GIF、2002a)と題する報告

書でこの評価プロセスが述べられており、2002年に選択された6つのコンセプトが提示

されている。これらのシステムについて、産業規模での実証の前に、科学的かつ技術的な

可能性とその性能を評価するための詳細な研究開発計画が作成されている。GIFのメンバ

ーは、これらのコンセプトを開発することによって、世界全体で原子力エネルギーを利用

による長期的な利益が得られると考えている。ここでの「システム」とは、原子炉と燃料

サイクル全体の両方を意味している。燃料サイクル全体の評価は、特にPR&PP上の特性

を評価する上で重要である。

2002年に選ばれた第IV世代システムは:

・超高温炉(VHTR)：黒鉛減速、ヘリウム冷却炉でワンス・スルーのウラン燃料サイクル

・超臨界水冷却炉(SCWR)：高温高圧の水冷却炉で、水の臨界点以上で運転

・ガス冷却高速炉(GFR)：高速中性子、ヘリウム冷却炉で閉じた燃料サイクル
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・鉛冷却高速炉(LFR)：高速中性子、鉛あるいは鉛ビスマス共融金属冷却炉。閉じた燃料

サイクルでウランを効率よく転換、アクチニドも扱える

・ナトリウム冷却高速炉(SFR)：高速中性子、ナトリウム冷却炉。閉じた燃料サイクルに

より、アクチニドの効率的な取り扱いとウランの高度な利用が可能

・溶融塩炉(MSR)：溶融塩燃料混合物を循環させながら核分裂エネルギーを発生させる。

熱外中性子炉では全てのアクチニドがリサイクル可能である。

現在のところ、技術的な評価(ロードマップ)段階から詳細研究開発計画の実施へと焦点

が移ってきている(GIF、2008)。

米国上院予算委員会は、2006年エネルギー省に対して、高速炉技術を優先開発事項

とするよう奨励し、高速炉技術開発の進展に関する報告書を求め、これを受けて米国第IV

世代高速炉戦略が2006年に発行された(US DOE、2006)。これには、技術的な成熟

度と運転経験に基づくGFR、LFR、SFRの比較分析が含まれており、その結果、SFRが

近い将来の高速炉実現にとって最も可能性のあるものとして選択された。世界的に見ると、

大型のSFR原型炉が建設された経験があり、現在2基がフランスとロシアで運転中で、1

基が日本で2008年末に運転再開予定である。

新型炉設計の重要な側面のひとつは、核拡散抵抗性とテロの攻撃に対する核物質防護

(PR&PP)の強化である。GIFにおける核拡散抵抗性と核物質防護の目標は、次のとおり

である：第IV世代原子力システムは「兵器として使える物質の転用と盗用に対して魅力を

有しない、少なくとも望ましくない特性を持ち、テロの行為に対して核物質防護が強化さ

れているという保証がより強化されている」(GIF、2006)。核拡散抵抗性とは、核兵器

あるいは核爆発装置を所有しようとする国家による、申告された物質の(密かなあるいは

公然の)転用や、申告された施設の悪用、あるいは秘密の施設の(密かなあるいは公然の)

建設を妨げることを目的としている。核物質防護とは、テロ組織による核爆発物や放射性

物質をばら撒く装置に適した核物質が盗用されるのを防いだり、輸送、施設が破壊行為を

受けるのを防ぐことを目的にしている。第IV世代システムは、核拡散の脅威に対する抵抗

性と、破壊行為やテロの脅威に対する堅固さの両方が強化されるように設計される。

13.4.2 国際原子力エネルギーパートナーシップ

2006年2月、米国は国際原子力エネルギーパートナーシップ(GNEP)を発足させた。

これは、核拡散の危険性を防ぎつつ増大する電力需要を満たし、経済的で炭素フリーな原

子力エネルギー利用を全世界で拡大しようとするものである。すべての国の原子力発電プ

ラントに核燃料を妥当な価格で安定して供給することが、多くの国々での濃縮や再処理能

力を開発する必要性を無くさせる最良のアプローチであるという考えに基づいている。

既存の安定的かつ先進的な原子力技術を有する国々が、燃料サービス ―新燃料の供給

と使用済燃料の引き取り― を、発電目的のみに原子力エネルギーを利用することに合意

した国々に提供することにより、この目的は達成される。GNEPで考えられている閉じ

た燃料サイクルには、長寿命超ウラン元素のリサイクルと燃焼を可能にする技術の開発と
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実用化が必要である。

GNEPは、使用済燃料の扱い方法を根本的に変えるために鍵となる技術の実証を伴う

ことになる。そのため、エネルギー･セキュリティを安全で環境に優しい方法で強化する

と共に核不拡散性を高めるリサイクル技術の開発を行っており、次の目的を有する:

・持続可能、かつ原子力発電プラントが安全に運転され廃棄物管理が適切に行われた上で、

増大するエネルギー需要に対応するために原子力発電を拡大する。

・国際原子力機関と協力して、原子力エネルギーシステムが平和目的のみに使われるよう

にするため、核物質と施設を効率的・効果的に監視する保障措置の強化を継続して行う。

・開発を促進する国際供給の枠組みを設立し、機微な燃料サイクル技術の獲得に対する実

行可能な代替案を作ることによって、核拡散リスクを低減する。

・回収された使用済燃料からの超ウラン元素を燃焼する改良高速炉を開発・実証し、そし

て適時に導入する。

・開発途上国とその地域の電力網に適した改良型の、より核拡散抵抗性のある原子力発電

炉の開発を促進する。

・使用済燃料のより進んだリサイクル技術を開発し、実証する。長期的な目標としてプル

トニウムの単体分離を停止し、最終的には民生用分離プルトニウムを消滅させる。

・価値のある使用済燃料からエネルギーを最大限、確実に回収し、米国において必要な地

層廃棄物処分場の数を今世紀中に１つに減らす。

2008年6月の段階では、米国と共にGNEPに加わった国々は、オーストラリア、ブル

ガリア、カナダ、中国、フランス、ガーナ、ハンガリー、イタリア、日本、カザフスタン、

韓国、リトアニア、ポーランド、ルーマニア、ロシア、セネガル、スロベニア、ウクライ

ナと英国である。GNEPの概念を図13.2に示す。
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米国主導のGNEPとGIFの関係について、米国エネルギー省は次のように説明している:

GNEPはGIFの役割と共通した点がある。しかしGNEPは、GIFの主要な目標である長

期の持続可能性や経済性というより、廃棄物と不拡散に焦点を当てている。加えて、

GNEPのスケジュールは短期的であり、どこであっても利用可能な技術を使うのに対し、

GIFは本質的に先進技術を開発するため、必然的に長期の時間軸を想定している。

GNEPにとって最大の技術目標は、核拡散の機会を減ずるのに有用な長寿命アクチニ

ドを扱うのに必要な先進燃焼炉(ABR)用のリサイクル可能な燃料の開発である。GNEP

はまた長寿命炉心の小型モジュラー炉を必要としている。GIFは、核不拡散にとって重要

な研究開発、特にABRに適用できるナトリウム冷却高速炉技術の改良や、すでに多くの

概念が存在する長寿命炉心の小型モジュラー炉の供給についての協力を通して、GNEP

の目標を支援することができる。

(サヴェージ、2006)

13.4.3 新型原子炉と燃料サイクルについての国際プロジェクト

INPROは国際原子力機関のもとで運営されている。その目的は21世紀の世界のエネル

ギー需要にこたえるべく、技術の所有者とその技術の利用者が共同して、安全で経済的な

核拡散抵抗性のある原子力技術の利用を支援することにある。そうすることによって、望

ましい先進的な原子炉と燃料サイクルを獲得するのに要する国際協力ならびにそれぞれの
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図13.2　国際原子力エネルギーパートナーシップのプロセス

出典：米国エネルギー省(DOE：2008)



国の開発をともに考えることができる。2007年12月現在、次の28の国と機関が

INPROに加盟している:アルゼンチン、アルメニア、ベラルーシ、ブラジル、ブルガリア、

カナダ、地理、中国、チェコ、フランス、ドイツ、インド、インドネシア、日本、カザフ

スタン、韓国、モロッコ、オランダ、パキスタン、ロシア、スロバキア、南アフリカ、ス

ペイン、スイス、トルコ、ウクライナ、米国と欧州委員会。

INPROの使命は:

・先進国と途上国の専門家や政策担当者が、原子力計画の技術、経済、環境、核拡散抵抗

や社会的な側面、さらに21世紀における「先進的原子力エネルギーシステム(INS)」

の開発と実現を議論できるフォーラムを提供する。

・INSを評価する方法を開発し、それぞれの評価について提言をまとめる(IAEA、

2003)。

・世界ならびに地域、国の規模で、エネルギー需要を持続可能な方法で満たすINSの役割

と構造を分析する(IAEA、2004)。

・INSの開発と実現のための国際協力の調整を手助けする(IAEA、2007)。

・INSに関心のある途上国のニーズに特に注目する。

本プロジェクトは参加国からの専門家よりなる「国際調整グループ(ICG)」によって調

整・運営されており、ICGは、各国ならびに、NEAやGIFの国際的な関係者からの意見を

求め、協議を行っている。

13.5 中小型原子力発電プラント
世界のエネルギー需要については大幅に増大すると予想されているが、その主たる要因

は、今日の途上国の人口増大と経済拡大である。現在の原子炉設計の多くは100～170

万kWという大出力のものである。例外は、途上国であるインドでは国産型20万～49万

kW級の加圧重水炉を導入して成功している。大型炉は多くの途上国や地勢的に孤立した

地域など、他の地域との連携が限定的で電力網の容量が限られている地域には適さない。

ロシアの3分の2の地域は電力網から孤立しており、今後数十年はこの状態が続くと考え

られる。世界的には電力網と繋がれる見込みの無い地域が数千箇所あると考えられる。加

えて、現在の原子力発電プラントは化石燃料発電プラントに比べて資本費が大きい。

世界的には60種類を超える中小型炉(SMR)が設計されている(IAEA、2007b)。しか

しいずれも商業的には未だ成立していないことに注意すべきである。IAEAは30万kW以

下を小型炉、30万から70万kWを中型炉と分類している。これらは2010年から2030

年の間に導入されると期待されている。原子炉システムが有する大きさと複雑さが低減さ

れているために資本費が少なくて済み(ただし発電量あたりの費用は概して大きくなる

が)、また建設期間が短くてすむ。この点は資金が乏しい途上国では特に重要となる。

SMRには需要増にあわせて原子炉を増やせるという柔軟性がある。いくつかのSMRでは、

比出力(原子炉の体積あたりの出力)が小さく、安全性と信頼性を向上させつつ、プラント
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の簡素化を図ることが可能となっている。原子力経験に乏しい国々にとってこれは特に望

ましく、また多くの国々で人口中心地域近くに建設できることから、長い送電線の必要性

が低減される。またSMRは、多くの国々において、淡水化、地域熱供給やさらには水素

生産のようなエネルギー需要に応える原子力の非電力利用形態の一つとなる。

SMRの設計者は固有かつ静的な安全性、たとえば大変小さい反応度余裕などを目指し

ている(IAEA、2005)。現在検討中の多くの水冷却SMRは圧力容器の中に1次系を組み

込んでいる。

構想されているSMRの半数は、発電所での燃料交換を行わない設計となっている

(IAEA,2007b)。これらのSMRは製造工場で燃料を装荷する。他の設計例では、炉メー

カーによる燃料サービスと、燃料交換間隔を長くすることが検討されている。現在の炉設

計でも、出力密度を下げたり、高濃縮度と可燃毒物(burnable poison)を使って燃料交換

頻度を落とすことは可能である。高濃縮の代わりに炉心の外(ただし圧力容器内)に新燃料

粒子あるいはペブル(小球)をおき、反応度減少を補いながら徐々に炉心に動かすという設

計もある。発電所での燃料交換が必要ないSMRの利点は、運転者にとっては、使用済み

燃料や放射性廃棄物の責任が低減されることと、国際社会に対する核不拡散の保証が容易

になることにある。燃料交換を要しないSMRは、世界の中で数箇所に集中された未来の

燃料サイクル施設と共存可能となろう。計量検査は国際保障措置の監視のもとで、輸送な

らびに運転中に、全炉心に対して実施されることになる。

近い将来の実用化を目標としている中小型炉の例を以下に示す。

Eskom PBMR 

南アフリカ共和国のPBMR(「pebble bed modular reactor (ペブル･ベッド型モジュ

ラー炉)」の頭文字)は電力会社であるEskomが率いるコンソーシアムによって開発され

ており、16万5千kWである。PBMRは、900℃ヘリウムを冷却材として使った直接サ

イクルガスタービン発電機により、熱効率は約41％となる。60mm径の45万個の燃料

ぺブルは原子炉内を連続的に通過し、それぞれのぺブルは平均で6カ月間、約6回炉心を

通った後に燃え尽きる。運転中に稼動する燃料再装荷システムが高い設備利用率をもたら

している。出力密度は軽水炉の約10分の1で、冷却材の循環が停止した場合でも、原子

炉が停止するまでの温度上昇に耐えられる固有の安全性を有している。

原型炉は2014年に送電を開始すると期待されていて、南アフリカ公共事業相は20基

から30基を連続して建設すると表明している。南アフリカ政府はすでにプロジェクト用

の初期投資資金を用意していて、いくつかの主要機器は発注されている。PBMR用燃料

製造パイロットプラント建設に関係する契約が最近なされた。

IRIS

IRIS(「international reactor innovative and secure (先進的かつ安全な国際炉)」

の英語の頭文字)は小型PWRで冷却系と炉を一体としており、蒸気発生器、加圧器、制御

棒駆動機構(CRDM)と冷却材ポンプのすべてが原子炉圧力容器内に収められている。これ

第13章　新型原子炉

372



によって、普通のPWRに比べて出力の割に大きな圧力容器となっている。炉出力は未だ

設定されていないが、電力送配電網が弱い国々で利用するために開発されている。ウェス

チングハウス社が率いる、ブラジル、クロアチア、日本、イタリア、リトアニア、メキシ

コ、ロシア、スペイン、英国、米国の21の企業と大学からなる連合体によって設計され

た。一体型の概念と圧力容器の形状は、冷却材喪失事故の影響を低減するように設計され

ている。IRISは、最終的には一炉心で8年間運転でき、48ヶ月の保全周期、95％以上の

設備利用率が可能としている。米国において、認可のための予備審査の段階にある。

SMART

韓国のSMART(「system integrated modular advanced reactor (システム統合

型先進モジュラー炉)」の頭文字)は、もうひとつの一体型設計で蒸気発生器と冷却材ポン

プは圧力容器内にあり、したがって機器をつなぐ1次系配管が必要ない。原子炉は完全に

工場生産され3年以下の建設期間と見積もられている。寿命は60年としている。韓国と

インドネシア、IAEAによる国際協力により、インドネシアにおける淡水化プラント建設

の経済的な実現可能性が検討された。2基のSMARTで20万kWの電気と1日あたり4万

立方メートルの飲料水が供給されると見込まれる。実証炉により原子炉と淡水化プラント

の統合性能を確証しようとしており、2018年のインドネシアでの商用炉の稼動開始が

期待されている。

KLT-40S

世界初の水上原子力発電プラントの建設は、KLT-40型(kontejnerovoz ledokol

tanker タンカー型)のPWR設計に基づき、2006年4月にロシアのセベロドビンスクで

始まった。このプラントは確証済みの砕氷技術に基づく3万5千kWの原子炉2基を備え、

建設期間は5年とされている(IAEA,1998a)。推進力はないため設置場所まで曳航され、

12年ごとに製造工場に保全のために戻される。電気と熱をいろいろな組み合わせで供給

でき、飲料水生産にも使うことができる。燃料交換を要しない原子炉も設計中だが、現在

建設中のものは毎年燃料を交換するもので、2基によって連続運転を可能としている。ロ

シア北方および類似の地域特有のエネルギー供給問題に、最小の支出で効果的に対応する

という考え方である(Kostinほか、2007)

CAREM

アルゼンチンのCAREM(central Argentina de elementos modulars)も炉内

CRDMを備えた一体型PWRの例で、建設サイトでの燃料交換をしない長寿命炉心を目指

している。CAREMは、公式の許認可手続きの準備段階にある。

4S

東芝の「スーパーセーフ、スモール、シンプル」(4S)は非常に小型のナトリウム冷却

炉(1万kWｅ)を30年の設計寿命期間中は燃料交換をせずに運転するもので、僻地におい

ては経済的に成立しうる。米国アラスカ州の町、ガリーナは、東芝が4S炉の建設調査を
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行うことに対し、初めて許可を与えた。

13.6 原子力システムによる熱の産業利用
「気候変動についての政府間パネル(IPCC)」は、原子力は今日、全1次エネルギーの

6％を供給しているが、将来非炭素系の熱および発電システムとしてより大きな貢献がで

きると示唆している(IPCC,2007)。今までのところ、原子力はほとんど大部分発電に利

用されており、原子炉の熱の1％以下が発電以外に利用されているに過ぎない。しかし潜

在的な用途およびそれがどの程度のものとなるかが、発電用としての拡大と同様に、未来

の原子力エネルギー計画に影響することになる。規模は小さいがすでに二つの核熱の産業

利用、すなわち地域熱供給と海水淡水化が存在する。その他の潜在的ながら重要な利用分

野としては、燃料合成、特に輸送用の水素生産がある。

現在、世界の1次エネルギーの約40％が発電に使われ、残りは主に輸送と、家庭と産

業用の熱に使われている。2004年には、発電により10GtのCO2が発生しており

(IPCC,2007),これは人類起源のCO2排出の27％以上を占める。2004年の道路輸送は

世界の人類起源CO2の約13％をもたらした。発電と非電力利用、特に水素経済のために

原子力利用を増大させることは、将来数十年以上にわたってCO2排出低減を図る上で重

要な役割を果たすのは明らかである。

大規模な熱供給網は存在しないことから、中小のモジュラー炉が核熱の産業利用にはよ

り適していると考えられる。発電と産業用熱利用のコジェネレーションによる利用があり

えそうである。コジェネレーションは新しい考えではなく、初期の商用炉は電気と同様に

熱を供給するために使われていた。コルダーホールにあった英国の最初の原子炉は、電力

生産だけではなく、1956年当時、核燃料再処理工場に熱を供給していた。スウェーデ

ンのエゲスタは、1963年ストックホルム郊外の地域暖房用の温水を供給していた。旧

ソ連の世界初の発電炉は、1954年、モスクワ近くのオブニンスク市に電気と熱を供給

していた。産業用熱利用に必要となる温度レベルを表13.1に示す。
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表13.1　工業熱利用に要する温度

プロセス 適する温度範囲（℃）

家庭およびビル暖房
淡水化
紙パルプ生産
石油精製
オイルシェールとオイルサンド処理
直接還元製鉄
熱化学反応水素生産
セメント製造
ガラス製造

100-170
100-130
200-400
300-400
300-600
500-1,000
600-1,000
1,100-1,600
1,300-1,600

出展：NERAC/GIFにおけるデータに基づく(2002b)



2004年の産業分野におけるエネルギー利用の約85％は、鉄鋼、非鉄金属、化学肥料、

石油精製、鉱業(セメント、石膏、ガラスと陶器)および紙･パルプといったエネルギー多

消費産業によるものであった。全世界におけるCO2排出に関する信頼し得るデータ

(IPCC,2007)によれば、鉄鋼業(全排出の6％)、セメント(5％)、紙パルプ(1％)、非鉄

金属(1％)となっているが、化学と石油精製については活動が多岐にわたり、また複雑で

あることからデータは記載されていない。

13.6.1 現在および将来の原子炉の温度に関する可能性

核熱を産業用に利用するためには、必要とされる温度領域で利用できなければならない

(表13.1)。水冷却炉の冷却材出口温度は約300℃であるので、地域熱供給や淡水化が大

規模かつ現実的な現時点での利用方法となる。当面、高温ガス炉(HTGR)が、セメントや

ガラスのようにより高温を必要とする産業を除く大部分の産業利用に適する温度を供給で

きる最も有望な候補である。PBMRのようなHTGRは約850℃の熱を発生するが、

1000度以上のガス出口温度の第IV世代炉も考えられている(NERAC/GIF,2002b)。こ

れらのガスタービン発電による熱効率はそれぞれ48％、60％と期待されている。

HTGRは新しいものではない。米国のピーチボトムとフォートセントブレイン、ドイ

ツのトリウム高温炉(THTR)は、約750℃で熱効率約40％のHTGRであった。特にフォ

ートセントブレイン炉は、電気事業者が運転する大型の発電炉であった。これらは発電の

ためにガスタービンではなく蒸気タービンを使用していたため、750℃以上の冷却材出

口温度を必要としなかった。現在、短期間での実用化が考えられている商用HTGRの設

計では、主に金属機器の高温特性のために温度は約850℃に抑えられている。

今日、HTGRは中国と日本で運転されている。日本は3万kWのブロック型炉心の

HTGRを持っている。この炉は2001年に出口冷却材温度850℃となり、数運転サイク

ルの後、2004年に950度を達成した。中国では1万kWのPBMR(HTR-10)が2000年

に稼動した。2003年に全出力となり、950℃までの出口温度としている。当初HTR-

10は蒸気タービンと繋げる計画であったが、950℃まで上げてガスタービン駆動とする

計画がある。

HTR-10と日本のHTGRは固有安全性の試験を成功させている。この二つの試験炉は、

主にこの十年内に期待される産業用熱利用を意図している。その最初の利用形態は原子力

による水素生産である。

ピーチボトム、フォートセントブレイン、ドイツのTHTRおよび南アフリカのPBMR

開発計画での経験は、多くの産業で必要とされる高温熱を生産できる商用炉を建設する技

術獲得が短期間で可能になることを示唆している。

以上をまとめると、現在の水冷却炉は、地域熱供給と海水淡水化に使うことができ、産

業用の熱を生産できるHTGRは今後20年以内に建設されることになろう。今世紀半ばの

時点でどの程度直接的な熱利用が行われているかは、熱輸送の経済性、CO2排出削減へ

の国際的圧力、輸入石油への依存を減らしたいとする国家の願望によって決まるであろう。

375



13.6.2 原子力による淡水化

世界の5分の1の人々は安全な水を確保できず、5分の3の人々は水不足のために適正

な衛生状態が得られないといわれる(ICFW，2001)。飲料水が川や地下水から簡単に得

られないところでは、海水や塩水の淡水化が必要となる。今日、淡水化の多くは化石燃料

により行われている。世界の淡水化プラントは約12,500基で1日当たり3千6百万立方

メートルの飲料水生産能力を持っている。半数は中東にあり、最大のものは日量45万4

千立方メートルを供給する(PI,2007)。人口が増えるとエネルギーと水の需要が連動し

て増えることから、淡水化コジェネレーション技術の開発は大いに役立つはずである。淡

水化は多くのエネルギーを消費するが、表13.1を見てわかるように比較的低温で十分で

ある。原子力発電は特にコジェネレーションで重要な役割を果たすことができ、実質的に

は温室ガスを排出しない形で電気と飲料水を提供できる。このような統合型の原子力淡水

化プラントは、主にインド、日本、カザフスタンで合計150炉年以上の実績があり、そ

の技術は実証済みである。

カザフスタンのアクタウにある高速炉は、27年以上に亘って飲料水を最大日量8万立

方メートル供給した(IAEA,1998b)。日本では、約10の淡水化施設が加圧水型軽水炉に

付設されていて、蒸気サイクル用に１日当たり1000～3000立方メートルの水が淡水

化により作られている。米国のディアブロ・キャニオン原子力発電所でも一日当たり

4500立方メートルの淡水化水が蒸気発生用に使われている。インドでも1970年代か

ら淡水化研究に取り組んでおり、2002年にはカルパッカムで日量6300立方メートル

の能力を持つ原子力淡水化実証プロジェクトが開始された。フランスとリビアは、原子力

淡水化プラントをリビアに建設するプロジェクトを共同で実施する予定で、2007年7月

に覚書を結んだ。

商業ベースでの原子力淡水化の大規模な導入は、第一に経済的要因で決まる。IAEAは

本件に関わる研究や協力を助成しており、20カ国以上が参加している(IAEA,1997)。

IAEAの経済性調査によると、原子力は化石エネルギーに対し競合可能である

(IAEA,200a)。製造される淡水の価格は１立方メートル当たり0.40～1.90米ドルと評

価された。原子力淡水化水が放射能によって汚染されたことはない。

原子力淡水化は比較的成熟した技術で、様々な地域の水不足を解決するために原子力プ

ラントを設置できる。図13.3に示すように淡水化能力は10年でほぼ倍増しており、世

界の人口が増大すると見込まれる今世紀を通じて、原子力淡水化は大きな可能性がある。

新しいアイデアと技術強化を通じたコスト削減が精力的に行われている。
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13.6.3 地域熱供給

初期のころから続く原子力の利用形態としては、温水あるいは蒸気による住居暖房利用

があり、多くの場合は発電と同時に行われている。多くの国でこのような原子力エネルギ

ー利用経験はあるものの、原子炉の熱の内たった1%しかこの形態では利用されていない

と見られている。

いくつかの国では何十年にもわたって地域暖房が利用されている。核熱利用による地域

暖房配給網はブルガリア、カナダ、中国、ハンガリー、ロシア、スロバキア、スウェーデ

ン、スイス、ウクライナで整備されており、また化石燃料によるものがデンマークとフィ

ンランドにある。熱供給網の容量としては、大きな町で60～120万kWt、小さな町で1

～5万kWt程度である (Csik and Kupitz,1997)。ロシアには18万8千もの地域熱供給

プラントがあり、その多くは2万3千kWt以下である(UR,2004)。原子力地域暖房は、

すでに配給網が存在している国々では利用されやすい環境にあるといえる。核熱を地域暖

房用に温水や蒸気で供給する技術は、特にロシアにおいて、熱専用プラントと熱電コジェ

ネレーションプラントの両方について実証済みである(IAEA,2000ｂ)。世界全体で46基

の原子炉が地域暖房システムにつながっている(Csik and Kupitz,1997)。高圧あるいは

低圧タービンから抽気された蒸気と熱交換した温水や蒸気が消費側に送られる。低圧ター

ビンからの蒸気は一般的にはベース負荷用として、高圧タービンからの蒸気は必要に応じ

てピーク熱需要に対応する。

輸送距離と消費者の数に応じて、熱源と消費者の間にいくつかのポンプステーションが

通常は設けられる。熱輸送配管は地上あるいは地下に敷設される。地域暖房配管に放射性

物質が移行しないようにする予防措置は効果的に働き、安全かつ信頼性の高い運転が続い

ている。配管の放射能汚染に対する一つあるいは複数の防護が考えられているところに設
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計上の特徴がある。例としては、原子力プラントのタービンから抽出した蒸気よりも高圧

に維持することによりリーク・タイトとした中間熱交換器系があげられる。これらは常時

監視されており、汚染が生じる可能性のある部分を隔離できる装置も備えている。約

500炉年の運転経験の間、どの熱供給炉からも放射能汚染を含む事故は報告されていな

い。

地域暖房の市場規模は最大7600GWtと推定されている(Majumdar, 2000)。現状で

は原子力によるものはわずか4.4GWtである。寒冷気候では、高度の冗長性を確保した

上で非常に高度な安定供給性が地域暖房には求められるが、これは熱供給が途絶えた場合

は即座に人命に関わることになるからである。さらに熱需要の季節変動も加わり資本費は

増大するため、熱専用原子力プラントは特殊な場合でしか経済的に成り立たないかもしれ

ない。中小型炉を地域暖房網と繋げてコジェネレーションプラントとして利用することは、

熱供給システムの炭素排出を削減する非常に有望な方策と思われる。未来の地域暖房に原

子力がどの程度使われるかは、熱輸送用の広域ネットワークを建設する経済性に依存する

ことになりそうである。

13.6.4 産業用プロセス熱

産業界においては、さまざまな用途で異なる温度領域のプロセス用の熱が使われている。

地域暖房と同様に多くの産業利用に共通する要求として、中断を生じない高い安定供給性

が確保されるエネルギー供給源が求められる。特に、鉄鋼やガラス工業のようなエネルギー

多消費産業では、ほぼ100％であることが求められる。この場合、故障による熱供給中

断は人命に関わるというよりも経済の問題となる。地域暖房とは異なり産業ユーザーの負

荷率は気象条件にはよらず、さらに大規模産業における需要はベースロードという形とな

る。産業プロセス熱は、主としてしかるべき温度と圧力を持った蒸気の形で使われる。輸

送中の熱損失が大きいので、熱源はプロセスの近くになければならないが、より高温ゆえ

に地域熱輸送の場合よりも産業熱輸送にとって近いことが一層重要となる。同時にこれは、

核熱は熱輸送システムが始めから考慮された新規の大規模産業コンビナートで最も利用し

やすいということを意味する。加えて、大規模な居住区よりも産業コンビナート近傍での

設置を公衆は許容しやすいかもしれない。

大部分の工業国では、約半数の産業で10MWt以下の需要しかなく、残りの40％は10

～50MWtの熱エネルギーを使っている。例外的だが、エネルギー多消費プロセスを有す

る大口ユーザーは各々1000MWtの熱を利用している。産業用の熱需要はこのように広

範囲である。核熱の商用利用としては、カナダ(5,350MWt)、ドイツ(30MWt)、スイ

ス(25MWt)(Majumdar, 2000)の3例がある。カナダのブルースにある重水生産設備が

最大の核熱利用例で、20年以上稼動している。他の6つの産業でブルースコンプレック

スのプロセス熱が利用されており、プラスチック･フィルム製造、エタノール生産、りん

ごジュース濃縮、アルファルファの脱水、裁断・ペレット形成、温室と農業研究施設であ

る。スイスの工場では段ボール生産で、ドイツの工場では塩の精製工場で利用されている。

小型のHTGRは、コンビナートにある中小ユーザーに対し、大幅なプロセス変更なし
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で熱供給することが可能かもしれない。しかしいくつかの産業においては、核熱利用をす

る場合、現在多くの国で使われているプロセスとは異なるアプローチが必要かもしれない。

そのひとつの例は鉄鋼である。鉄は世界でも突出して重要な金属で、2005年の世界生

産は11億2千9百万トン、うち中国が26％を生産している。鉄鋼産業の総CO2排出量は

世界全体の人為的な排出の約6％を占める(IPCC,2007)。

1970～80年代に、ドイツと日本で相当規模の核熱利用研究開発が実施された。日本

での最初の試みは高温の還元ガスを用いる直接製鉄の研究開発であった(松井、国富、

2007)。もっとも可能性を有する製鉄への応用は、直接還元と電炉精錬の二つのプロセ

スを組み合わせたものである。鉄鉱石の直接還元(DRI)は開発が進んでおり、低価格の天

然ガスが使える地域で商用化されている。DRIは化石燃料を使いながらも高炉に比べ

50％も少ないCO2排出量であるにもかかわらず(IPCC,2007)、世界の鉄鋼生産の5％を

占めるのに過ぎない。DRIでは、鉄鉱石は固体の状態のまま、天然ガスの水蒸気改質で作

られた合成ガス(CO+H2)により、スポンジ鉄と呼ばれる製品に還元される。反応温度は

800～1000℃である。核熱はDRI用の還元ガスを作るのに必要な熱を供給できるし、

アーク炉でスポンジ鉄を鉄鋼に精製する(これは確立した商用技術である)のに必要な電気

も供給できる。1977年のオークリッジ国立研究所の報告によれば、DRIによる原子力製

鉄の運転コストは既存の高炉と同等で、資本費は低く抑えられると評価されている

(United Engineers、1977)。しかし現在までのところ、実証プラントは建設されてお

らず、その計画もない。

産業プロセス用の熱としての潜在需要は大きく、地域暖房とほぼ同程度である

(Majumdar, 2002)。需要量の大小は様々で、カナダのブルースで使用される大量のプ

ロセス熱や熱供給専用のHTGR規模の熱量を要するものはほとんど存在しない。しかも

小規模の化石燃料ボイラーにより必要な熱は供給できる(実際にそうされている)ので市場

競争は厳しい。繰り返せば、熱供給網と相互に連結されたコジェネレーションプラントと

して中小型炉を用いることが、この分野での原子力利用を拡大させ、また産業用熱生産工

程からの炭素排出を削減するうえで有望な方策であると思われる。

13.6.5 輸送、産業用燃料の生産

ガス冷却炉は水素などの輸送用燃料を製造するのに必要な高温を生み出すことができ

る。他の応用としては、石油の抽出と石炭からの合成天然ガス(SNG)の生産がある。こ

れは原子力の先進的な活用であり、特に世界のCO2排出の13％を占める(IPCC、2007)

道路輸送分野にその用途を大きく拡大することになる。現在、輸送エネルギー市場はほと

んど全部を石油にたよっているが、ハイブリッド電気自動車の利用(電池を基礎負荷で充

電)やメタノール、エタノール、SNGや水素といった燃料の生産を通じて原子力発電はこ

の大きな市場に入り込むことができる。技術的には既に、電車や市電、トローリーバスに

は利用可能となっており、また広く使われてもいる。電力(とそれを生み出す原子力)は、

CO2を排出しない公共交通での役割を広げる大きな可能性がある。水素は将来主要な輸

送用燃料となりうるが、まず水素配給網が建設されねばならない。原子力は今日現在、電
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気的に水素を作るのに利用でき、また将来は高温炉が熱化学的に水素を生産するのに利用

されるかもしれない。未来の水素エネルギー需要はかなり大規模なものになる可能性があ

る。

核熱を使って石炭から天然ガスを作れるようになるかもしれない。石炭ガス化(固体の

石炭をメタンに転換、すなわちSNG)は高温を必要とする。天然ガスの配給インフラスト

ラクチャーは既に存在している利点があるし、また世界には石炭が大量にある。原子力の

他の利用可能性としては、タールサンドやオイルサンドからの石油の抽出と、生産量が落

ちた油田からの石油回収がある。カナダとベネゼエラにはオイルサンドとタールサンドの

大きな資源がある。油の回収に蒸気注入が使われ、また回収後の処理にも蒸気が使われる。

有機物燃料の生産に核熱利用がより多く使われるか否かは、もちろん、通常の石油やガス

の生産と比較したプロセスの経済性によって決まる。

世界の肥料生産と石油精製に消費されている水素は毎年約5千万トンで、年率4～

10％で伸びている(Forsberg and Peddicord、2001)。水素需要の増加の大部分は、

重質原油のガソリンや航空機燃料への転換である。軽質の原油からは水素を使わずにガソ

リンを作ることができる。しかし、世界的にそのような資源は急速に無くなりつつある。

カナダのタール･サンドやベネゼエラの原油のような重質原油は大量に存在するが、純粋

なガソリンにするためには大量の水素を必要とする。石油精製や他の施設用の水素生産に

要するエネルギーは、数十年内に、米国の現存する原子力発電所の出力エネルギーを上回

ると予想されている(同)。輸送用水素を勘定に入れずとも、この成長する世界市場を考え

ただけで、水素生産用の原子力システムの開発を推進する正当性が示されることとなる。

水素経済は、必要とされる高温を供給可能なHTGRの新規開発により、その関心を取

戻している。輸送用燃料のための水素配給インフラストラクチャーが作られていく過程で、

30年以上要するかもしれないが、水素生産における原子力の役割は次のように変化して

いくであろう(NEA,2004):

・原子力プラントのオフ･ピーク電力を使った水の電解

・原子炉の熱と電気を使った高温蒸気電解

・核熱による高温熱化学生産

米国は、2003年に12億ドル規模の「水素燃料計画」を公表した。これは、商業的に

成り立つ水素燃料電池に必要な技術を開発して、米国において増大する輸入石油への依存

を逆転させるためのものであり、これにより2020年までに多くのアメリカ人が、実用

的で費用対効果の高い燃料電池自動車を選択するようになるであろう(米国

DOE,2003b)。米国は、2019年までに原子力による商用水素生産を開始するためのス

ケジュールを公表した(同)。日本原子力研究開発機構とフランス原子力庁(CEA)もまた、

高温ガス冷却炉を使った水素製造プロセス開発を実施している。

水素は通常の内燃機関で燃やすこともできるし、いくつかの試験車も存在している。近

い将来においても、内燃機関だけが水素を輸送用燃料として使える技術である。しかし結
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局のところ、輸送用の水素は燃料電池で使われることになるであろう。概念上、20万

kWtのHTGR約10基で、メタンの水蒸気改質により、500万台の燃料電池自動車に十分

な水素を供給可能である(NERAC/GIF,2002b)。

13.7 核融合
核融合は、核分裂と異なり、軽い元素が結合してエネルギーを放出する核反応である。

これは、長期に持続可能な、経済的で安全な発電用のエネルギー源となりうるものであり、

広範に得られる比較的安価な燃料を使うことができる。核分裂と異なり、核融合では外部

に影響を及ぼすような事故が起こる可能性はなく、核分裂炉において最も厄介な放射性廃

棄物の管理面の問題、すなわちアクチニドや長寿命の核分裂生成物を生ずることも無い。

しかしこの技術は、本質的に核分裂より大変複雑であり、核融合の経済性はまったくもっ

て不透明である。

13.7.1 核融合反応

核融合反応は重水素とトリチウムという水素同位体の融合反応である(ITER,2008b)。

核融合は、重水素が海水から容易に取れることから燃料供給は豊富であり、また地殻にあ

るリチウムから核融合炉によりトリチウムを容易に生産できる。

核融合は、太陽の中心のおよそ6倍高い温度、1億度を必要とする。この温度では、重

水素やトリチウムは、ガスから、電子が原子から剥ぎ取られたプラズマという高エネルギ

ー状態に変わる。核融合を起こしてエネルギー放出するにはお互いに10－15メートルま

で接近しなければならないため、プラズマ中の原子核は高圧状態に保たれる。この条件を

達成する方法の１つは超伝導磁石でプラズマを閉じ込めることである。プラズマの理解と

制御、特にその閉じ込めについては、いまだに核融合発電開発における大きなチャレンジ

であり続けている。

13.7.2 今までの進歩と商用運転へのロードマップ

過去20年間以上にわたる一連の試験施設の運転により、核融合についての理解が大幅

に進んだ(Llewellyn Smith and Ward, 2007)。たった2～3秒ではあるが人工的な核

融合が成された。理論的にはこの反応から発電することはできるのだが、小規模なもので

さえ実証されたことはない。核融合による商用発電は、少なくとも今世紀後半までには実

現されないであろう。核融合発電コストは、今後二、三十年間にどの程度、核融合に関す

る物理・技術・材料が最適化できるかにかかっている。核融合は、長期に亘る国際協力プ

ログラムにより開発が行われており、その可能性を追求するためにエネルギー研究開発費

が割り当てられている。

核融合の実験は続けられており、世界にはいくつかの実験施設がある。重要な進歩はみ

られるものの、実用的な発電システムが利用できるまでにはまだ数十年の研究が必要であ

る。既存の主要な施設は、英国にあるEUの｢共同欧州トーラス(JET)｣、フランスのトー

レ・スープラ、米国のプリンストン・プラズマ物理研究所と日本原子力開発機構の那珂に
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あるJT-60トカマクである。

次世代の核融合試験炉－「国際熱核実験炉」ITER－もまた国際協力により建設されて

いる。フランスのカダラッシュがこのプロジェクトのサイトとして選ばれた。ITERの目

標(ITER、2008a)は、エネルギーを作り出す熱核燃焼プラズマが、基礎物理的な時間尺

度以上の長期間にわたって、生成され、制御され、維持されうることを示すことにある。

欧州連合、中国、インド、日本、韓国、ロシアと米国の7カ国による共同プロジェクトで

ある。ITERは、核融合エネルギーの利用可能性を科学技術的に実証するように設計され

ており、高温プラズマの磁場閉じ込めによって電気を発生する最初の発電所を建設するた

めのノウハウを提供することを目的としている。高温に耐える機器や大規模で信頼性の高

い超伝導磁石などの主要な性能試験が実施されることになっている。

ITERの運転条件は核融合発電システムに必要な条件近傍に設定されるであろう。この

プロジェクトは、いかにして条件を最適にするか、設計余裕を低減して効率を上げてコス

トを下げるかを示すことを目的としている。10年以上にわたるITERの建設費用は50億

ユーロ、また20年間の運転費は50億ユーロと見積もられている。ITERの最初のプラズ

マは2016年末には達成されるとされている。

13.7.3 エネルギー源としての核融合と核分裂の比較

核分裂も核融合も原子力エネルギー源である。しかし、このエネルギーを使用可能な電

力の発生に結びつけるシステムに大きな違いがある。

・今のところの両技術の主たる違いは、核分裂は完成されたプロセスとして世界で稼動中

の439の発電炉の形で存在することである。最初の核融合プラントが商業的に発電で

きるようになるまであと何十年もかかるであろう。実験施設による最近の結果によれば、

核融合は有望ではあるが、プラズマの閉じ込めは、商用の発電プラントとして求められ

る数ヶ月には遠く及ばず、数秒しか実現していない。

・核融合炉は、核分裂炉の使用済み燃料中に存在する長寿命の放射性廃棄物を生成しない。

照射リチウムからトリチウムを分離するのに何らかの再処理は必要ではあるが、再処理

や廃棄物処分施設は簡単なものになるであろう。しかし、核融合も核反応の１種であり、

商用核融合炉の構造物も核分裂炉と同じく発電運転を通じて放射化されていく。これら

の構造材料も放射性廃棄物施設で廃棄される必要がある。

・どちらの技術も気候変動をもたらさず、両方とも石油やガスのような化石燃料と比べて

エネルギー供給セキュリティが高い。

・核拡散は核融合ではあまり問題にならないが、原理的には核分裂でも核融合の場合でも

照射材から「汚い爆弾」が作られる可能性がある。

・核融合反応は本質的に安全で、いかなる異常事象においてもプラズマシステムは中断さ

れ事象は収束していく。稼動中および建設中の第III世代および第III世代プラスの核分裂

炉では、炉心損傷確率は非常に小さい。

・核分裂および核融合炉の発電コストは、究極的にはほぼ同程度ではないかといわれて
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いる。しかし、核融合については定常運転が実証されていないばかりか、核融合エネ

ルギーの電気への変換すらも実証されていない。この二,三十年間に核融合の原型炉が

作られる段階において、この技術のコストは急激に上昇する可能性がある。望むらく

は、今世紀末に向けて技術が進展し成熟していくに従い、コストが低減されることで

ある。

核融合は放射性廃棄物の発生と核不拡散の観点から、核分裂に対し、長期的で潜在的な

利点を有するが、この技術は商業的な発電手段としては未だに実証されておらず、ひょっ

とすると実証されない可能性があることを忘れるべきではない。世界は、気候変動を緩和

しエネルギーセキュリティを向上させる核分裂を敬遠し核融合による解決に期待しすぎる

ことがあってはならない。核融合は潜在的にはすばらしい技術であるものの、物理的に不

可能、あるいは複雑すぎてとても実用にはならないかもしれない。

核融合は、未来のいつかの時点で膨大なエネルギーを与えてくれる可能性がある。核分

裂技術は既に手元にあり、確実に、安全かつ経済的に働いている。

383



第13章　参考文献

Csik, B.J. and J. Kupitz (1997),“Nuclear power applications: supplying heat
for home and industries”, IAEA Bulletin, Vol 39, No. 2, International Atomic
Energy Agency, Vienna, Austria.

Forsberg, C.W. and K.L. Peddicord (2001),“Hydrogen Production as a Major
Nuclear Energy Application”, ANS Nuclear News, Vol. 40. 

GIF (2006),“Evaluation Methodology for Proliferation Resistance and
Physical Protection of Generation IV Nuclear Energy Systems”, Revision 5,
November 2006, GIF/PRPPWG/2006/005, Generation IV International
Forum, www.gen-4.org/Technology/horizontal/proliferation.htm.

GIF (2008), GIF 2007 Annual Report, www.gen-4.org.

IAEA (2007a),“INPRO Manual”, TECDOC 1575, International Atomic Energy
Agency, Vienna, Austria.

IAEA (2007b),“Status of Small Reactor Designs without On-site Refuelling”,
TECDOC 1536, International Atomic Energy Agency, Vienna, Austria.

IAEA (2005),“Innovative small and medium sized reactors: Design features,
safety, approaches and R&D trends”, TECDOC 1451, International Atomic
Energy Agency, Vienna, Austria.

IAEA (2004),“Methodology for the Assessment of INS: Report of Phase 1B
(first part) of the International Project on Innovative Nuclear Reactors and
Fuel Cycles (INPRO)”, TECDOC 1434, International Atomic Energy Agency,
Vienna, Austria.

IAEA (2003),“Guidance for the Evaluation of Innovative Nuclear Reactors and
Fuel Cycles”, TECDOC 1362, International Atomic Energy Agency, Vienna,
Austria.

IAEA (2000a),“Examining the economics of seawater desalination using the
DEEP code”, TECDOC 1186, International Atomic Energy Agency, Vienna,
Austria.

IAEA (2000b),“Status of non-electric nuclear heat applications: Technology
and safety”, TECDOC 1184, International Atomic Energy Agency, Vienna,
Austria.

IAEA (1998a),“Implementation of the project for the construction and opera-
tion of a nuclear heat and power plant on the basis of a floating power unit
with KLT-40C reactors”, TECDOC 1172, International Atomic Energy
Agency, Vienna, Austria, www.iaea.org/inisnkm/nkm/aws/fnss/fulltext/1172
_5.pdf .

IAEA (1998b),“Potential Use of Nuclear Power for Desalination of Seawater”,
paper presented by S.B. Abdel-Hamid at the IAEA 42nd General Conference,
22-24 September 2008, International Atomic Energy Agency, Vienna,
Austria,www.iaea.org/About/Policy/GC/GC42/SciProg/gc42-scifor-5.pdf.

第13章　新型原子炉

384



IAEA (1997),“Nuclear Desalination of Sea Water”, TECDOC 1444,
International Atomic Energy Agency, Vienna, Austria.

ICFW (2001),“Ministerial Declaration”, International Conference on Fresh
Water, Bonn, Germany, 3-7 December 2001,  www.water-2001.de/outcome
/MinistersDeclaration/Ministerial_Declaration.pdf .

IPCC (2007), Climate Change 2007: Mitigation of Climate Change,
Contribution of Working Group III to the Fourth Assessment Report of the
Intergovernmental Panel on Climate Change, Cambridge University Press,
www.ipcc.ch/ipccreports/ar4-wg3.htm.

ITER (2008a),“The ITER Project”, www.iter.org.

ITER (2008b),“What is fusion?”, www.iter.org.

Kostin, V.I., Y.K. Panov, V.I. Polunichev and I.E. Shamanin (2007),“Floating
Power-Generating Unit with a KLT-40S Reactor System for Desalinating Sea
Water”, Atomic Energy, Vol. 102, No. 1, translated from Atomnaya nergiya,
Springer, New York, United States.

Llewellyn Smith, C. and D. Ward (2007),“The path to fusion power”,
Philosophical Transactions (A) of the Royal Society, http://journals.
royalsociety.org/content/c16r58617x51q271/fulltext.pdf.

Majumdar, D. (2002),“Desalination and Other Non-electric Applications of
Nuclear Energy”, IAEA Workshop on Nuclear Reaction Data and Nuclear
Reactors: Physics, Design and Safety, 25 February-28 March 2002, Trieste,
Italy.

Matsui, K. and K. Kunitomi (2007),“Possible Scenarios and its Effects by
Non-Power Application of Nuclear Energy - Japanese Cases”, IAEA
International Conference on Non-Electrical Applications of Nuclear Power,
16-19 April 2007, Oarai, Japan.

NEA (2004), Nuclear Production of Hydrogen, Second Information Exchange
Meeting, Argonne, Illinois, USA, 2-3 October 2003, Nuclear Energy Agency,
Paris, France.

NEA (2008),“Introduction to Generation IV Nuclear Energy Systems and the
International Forum”, Nuclear Energy Agency, Paris, France, www.gen-
4.org/PDFs/GIF_introduction.pdf.

NERAC/GIF (2002a),“A Technology Roadmap for Generation IV Nuclear
Energy Systems”, GIF-002-00, US DOE Nuclear Energy Research Advisory
Committee and the Generation IV International Forum, http://www.gen-
4.org/PDFs/GenIVRoadmap-pdf.

NERAC/GIF (2002b),“Generation IV Roadmap Description of Candidate
Gascooled Reactor Systems Report”, GIF-016-00, US DOE Nuclear Energy
Research

Advisory Committee and the Generation IV International Forum,
http://gif.inel.gov/roadmap/pdfs/016_description_of_candidate_gas-

É

385



cooled_reactor_systems_report.pdf.

PI (2007), The World's Water 2006-2007, Pacific Institute, http://www.
worldwater.org/data.html.

Savage, B. (2006), US Department of Energy, Office of Nuclear Energy,
“Long-Term Sustainability of Nuclear Fission Energy - DOE's Programs”, 
presented at the American Nuclear Society Annual Meeting, 6 June 2006.

United Engineers (1977),“Assessment of Very High-Temperature Reactors
in Process Applications, Appendix III Engineering Evaluation of Process Heat
Applications for Very-High Temperature Reactors”, ORNL TM5411, United
Engineers and Constructors Inc., Philadelphia, Pennsylvania, United States.

UR (2004),“District Energy Library”, University of Rochester, http://www.
energy.rochester.edu/.

US DOE (2008),“The Global Nuclear Energy Partnership”, US Department of
Energy, Washington DC, United States, http://www.gnep.energy.gov/index.
html.

US DOE (2006),“The U.S. Generation IV Fast Reactor Strategy”, DOE/NE
0130, US Department of Energy, Office of Nuclear Energy, Washington DC,
United States.

US DOE (2003a),“Nuclear Hydrogen Initiative”, US Department of Energy,
Washington DC, United States, www.nuclear.energy.gov/NHI/neNHI.html.

US DOE (2003b),“President's Hydrogen Fuel Initiative: A Clean and Secure
Energy Future”, US Department of Energy, Washington DC, United States,
www.hydrogen.energy.gov/presidents_initiative.html.

第13章　新型原子炉

386



第14章　先進的燃料サイクル



キーポイント
・熱中性子炉と高速炉によって構成された原子炉群と使用済燃料再処理の組合せによっ

て、燃料が元来持っているエネルギー量の全てを引き出すことができる。(軽水炉の使

用済燃料には、約95％のウランと潜在的エネルギーの半分以上が残っている。)

・現在蓄積している使用済燃料の再処理により、百万kWの軽水炉(LWR)(稼働率80%と

した場合)約700炉年分に相当する燃料を供給できる。また、貯蔵されている劣化ウラ

ンおよび廃棄核兵器からのウランとプルトニウムにより、さらに3,100炉年分の燃料

供給が可能となる。

・第IV世代国際フォーラムにおいて閉じた燃料サイクルと組み合わせた高速炉が検討され

ているが、そのような高速炉の導入により、長半減期元素(毒性を有するマイナーアク

チニドを含む)のリサイクルと燃焼、長半減期および発熱量の大きな核分裂生成物の核

変換によって、地層処分される放射性廃棄物の容積と放射性毒性を減少させることも可

能となる。

・トリウム燃料サイクルのような他の代替燃料サイクルは注目に値するが、特に核燃料サ

イクルのバックエンドに関し、かなりの研究開発を要するいくつかの課題がある。トリ

ウム燃料サイクルは長期的な観点から重要であり、原子力エネルギーの持続的利用に寄

与する可能性がある。

14.1 はじめに
先進的燃料サイクルに関して記述する前に、本節において、現在の燃料サイクルと燃料

サイクルから生み出される追加的な核燃料資源について概説する。世界の核燃料サイクル

施設の状況については第1章に示した。また、天然ウラン資源については、第5章に記載

している。

核燃料サイクルは、ウラン採鉱から廃棄物の最終処分までの全ての核燃料に係わる工程

を含み、以下のように3つの過程に大別される：

・フロントエンドと称される工程で、ウラン鉱石の採鉱に始まり、加工された燃料集合体

の原子炉への供給まで；

・原子炉における核燃料の燃焼；

・バックエンドと称される工程で、使用済燃料の再処理あるいは処分するための搬出工程

以降；

14.2 燃料サイクルの現状
使用済燃料の処理方法として、現在主に2つの方式が採用されている：ワンススルー燃
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料サイクルおよび分離されたプルトニウムと一部のウランを軽水炉(LWR)においてリサ

イクルする部分リサイクル方式である。15基以上の原子炉を運転中の各国におけるこれ

ら2つのオプションの選択状況を、表14.1に示す。

14.2.1 ワンススルー燃料サイクル

ワンススルー・サイクルにおいては、使用済燃料は廃棄物と見なされる。原子炉から取

り出された後、まず使用済燃料は原子炉内プールで貯蔵され、数年間の冷却を行う。その

後、さらなる貯蔵を行う施設や地層処分場へ搬送される。この方法では、核分裂性物質は

分離されず使用済燃料内にとどまるため、核不拡散の面では好ましいものと考えられてい

る。一方、より放射性の強い物質の分離を行わないことから、結果的に高レベル廃棄物の

容量は大きなものとなる。

しかし、この方法では核分裂性物質であるプルトニウムとウラン－235、および親物

質であるウラン－238がともに使用済燃料の中にとどまったまま地層処分されるため、

燃料の持つ潜在的なエネルギーのかなりの部分を活用しないことになる。さらに、プルト

ニウムと他のアクチニドが残っているため、廃棄物の放射性毒性が特に高くなる。大規模

な原子力利用プログラムを有する国では、貯蔵されている使用済燃料の量が問題となって

くる。
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表14.1　主要国における燃料サイクル方式の現状

国 原子炉基数 対象物 処理方法

米国 運転中 104 
建設中 1 

使用済燃料 深地層処分 

フランス 運転中 59 
建設中 1 

深地層処分 
リサイクル利用

ガラス固化HLW
分離UおよびPu

日本 運転中 55 
建設中 3

深地層処分 
リサイクル利用

ロシア  運転中 31
建設中 7

深地層処分 
リサイクル利用

韓国 運転中 20
建設中 6

使用済燃料 深地層処分 

英国 運転中 19 深地層処分 
今後決定

カナダ 運転中 18 使用済燃料 深地層処分

ドイツ 運転中 17 深地層処分 
リサイクル利用
深地層処分 

ガラス固化HLW
分離UおよびPu

ガラス固化HLW
分離UおよびPu

ガラス固化HLW
分離UおよびPu

ガラス固化HLW(過去)
分離UおよびPu(過去)
使用済燃料(将来) 

HLW：高レベル廃棄物 
U：ウラン 
Pu：プルトニウム 



通常、ワンススルー燃料サイクルは原子力利用プログラムが小規模な国において採用さ

れているが、いくつか注目すべき例外もある。例えば、ベルギー、オランダおよびスイス

においては、他国の施設と再処理契約してMOX燃料として核分裂性物質をリサイクル利

用することを選択している。

カナダのように濃縮していない天然ウランを原子炉に装荷して利用している国では、燃

料中に残存している核分裂性物質の含有量が低く、回収するには経済的でないと考えられ

ることから、ワンススルー・核燃料サイクルが採用されている。

フィンランドとスウェーデンでは、銅で覆われたキャニスターに使用済燃料を収納し、

ベントナイトの層を周りに巻いて結晶質岩地層孔に処分することを選択している。フィン

ランドの処分場は、2020年の利用開始予定である。

最も多くの原子炉を持っている米国は、現在ワンススルー燃料サイクルを採用している。

米国の政策は、1977年以降、核拡散のリスクを増大させると考えられる技術の拡散を

防止するため使用済燃料の再処理を禁止し、全ての使用済燃料を廃棄物として取り扱うこ

ととしていた。しかし、この政策は近年包括的な議論が行われ、2006年に開始された

新しい施策である国際原子力エネルギー・パートナーシップ(GNEP)として見直された。

GNEPは、核拡散のリスクを減少させる新しい技術の開発を行うとともに、廃棄物を削

減するために使用済燃料のリサイクル利用を行うことを重要な目的としている。

14.2.2 原子炉運転の改良 および高燃焼度化

2006年末の時点において世界で435基の原子炉が稼働し、毎年66,500トンにのぼ

るウラン需要があると推定されている(NEA and IAEA, 2008)。原子炉および燃料の設

計は炉心における燃料の利用を最適化するよう、発展してきた。例えば、一般的な原子炉

において、以下に示すようなものが考えられる：

・高燃焼度化と燃料取替バッチ数の見直しにより、ウラン資源使用量を約5％低減でき

る；

・原子炉性能向上(重量中性子反射体の採用、熱効率の向上)により、さらにウラン資源使

用量を約5～10％低減できる；

・軽水炉の転換率の改善により、ウラン資源使用量を約5～10％％低減できる(NEA,

2007b)；

・現状の軽水炉においては、設備利用率の向上も、僅かではあるがウラン消費量減少につ

ながる；

これらの改良による総合的な効果として、30年前と比較して単位電力量当たりの天然

ウラン使用量が25％以上減少し、燃料サイクルコストの顕著な削減をもたらしている。

例えばフランスにおいては、EDFにおける10年間の取り出し燃料の平均燃焼度が

33GWd/tHM(1トンの重金属当たりの100万キロワット日)から45GWd/tHMに上昇

した。同時に、燃料エネルギー収率(あるエネルギー生産量当たり必要な原料の量として

示す)は、1995年における3.4g/MWhから2006年には2.8g/MWhに減少した。しか
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し、原子炉から取り出された燃料の燃焼度の上昇は、表14.2(TWｈは電力量であるが、

燃焼度は熱出力に関連することに注意)に示すよう使用済燃料の組成に影響を及ぼす。

この使用済燃料の高燃焼度化に伴う特性変化は、使用済燃料の処理および貯蔵施設の設

計や運転に影響する。例えば、ウラン同位体組成の変化は、将来の燃料濃縮度上昇や、処

理、濃縮、燃料加工施設での遮へいの必要性を増加させる。将来のMOX燃料においてプ

ルトニウム富化度が上昇すると、MOX燃料加工施設、輸送、貯蔵の各段階で遮へいと臨

界安全に関する追加的措置が必要かどうか、再評価する必要が生じる。核分裂生成物とマ

イナーアクチニド組成の変化は、ガラス固化に際して使用する基盤材(マトリックス)の構

成に影響を与える可能性がある。

14.2.3 使用済燃料の再処理

再利用可能な物質(濃縮ウランとプルトニウム)を分離し、現行の原子炉にリサイクル利

用することは、使用済燃料管理において重要な方策の一つとなっている。この方策は、表

14.1に示されるように、特に大規模で成熟した原子力利用プログラムを有している多く

の国において採用されている。本方策の利点は、短期的には、OECD諸国における使用

済燃料発生量と貯蔵量に関する表14.3に示すように、サイト内あるいは集中貯蔵施設に

おいて貯蔵すべき使用済燃料の量を減らせることである。使用済燃料再処理を採用してい

る国と施設を表14.4に、世界における再利用可能な核分裂性物質の蓄積量を表14.5に

示す。
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表14.2　燃焼度上昇の燃料サイクル・バックエンドへの影響

燃焼度(GWd/tHM) 

核分裂生成物(kg/TWhe) 

被覆材および構造材(kg/TWhe) 

再利用可能なウラン(kg/TWhe) 

マイナー・アクチニド(kg/TWhe)  

再利用可能なプルトニウム

33

140

1,210

3,830

4.3 

37

45

140

890

2,810

4.5

32

60

140

660

2,100

4.7

27

GWd ： 100万キロワット日
tHM ： トン・重金属 
TWhe ： 電力、10億キロワット時
出　典 ： Debes (2006年)



使用済のウランあるいはプルトニウムをベースとした燃料の再処理は、使用済燃料の化

学処理によって以下のような物質の分離を行うものである：

・ウラン－235およびウラン－238の両方を含む、利用されなかったウラン；

・生成したプルトニウム、および、もしあれば燃え残りのプルトニウム

・核分裂生成物および中性子捕獲反応によって生じた高次のアクチニド

世界的に見て使用済燃料の再処理は主に軽水炉燃料について行われているが、英国では

改良型ガス冷却炉(AGR)燃料も再処理され、45,000トンの再処理ウランを酸化物の形

態で生産している。この再処理回収ウランの酸化物は、軽水炉燃料とするために再濃縮が

必要となる。再処理回収ウランにはウラン－232あるいはウラン－236のような中性子

吸収断面積の大きなウラン同位体が含まれているため、天然ウランを用いた場合と等価な

反応度を得るためには、若干反応度を高めることが必要となる。
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表14.3　2006年時点におけるOECD諸国における
使用済燃料発生量と貯蔵量

国 発生量(tHM/yr) 貯蔵量(tHM)

ベルギー 
カナダ 
チェコ
フィンランド 
フランス 
ドイツ 
ハンガリー 
イタリア 
日本 
韓国
メキシコ 
オランダ 
スロバキア 
スペイン 
スウェーデン 
スイス 
英国
米国

134  
1,587  

69  
67  

1,100* 
410  
44  
－  

960  
710  
22  
12  
51  
128  
310  
68  
630* 

2,306  

2,478  
36,912  
1,033  
1,510  
10,710  
4,160  
1,138  
237  

12,294* 
8,670  
427* 
485  

1,131  
3,497  
4,598  
924  
393* 

54,126  

* 推定データ 
出　典：NEA (2007c) 



幾つかの国においては、既に相当量の再処理回収ウランがリサイクル利用されている。

ベルギーDoel-1号機においては、もっぱら再処理回収ウランを再濃縮した燃料により数

年間運転されている。スウェーデンにおいては、2000年から2001年にかけて136ト

ンの再処理回収ウランを軽水炉にリサイクル利用した。フランスの電力会社であるEDF

は、90万kW級の原子炉に再処理回収ウランをリサイクル利用する実証試験を実施し、

年間850トンの軽水炉使用済燃料再処理により生成する回収ウランの約1/3を再濃縮利

用した上で残りは貯蔵しておくことを計画している。フランスでの再処理回収ウランのリ

サイクル利用は、燃料として年間20～40トン規模(Debes、2006)で計画されていて、

2基の原子炉の全炉心に装荷する量に相当する。

14.2.4 混合酸化物(MOX)燃料

典型的な商用炉では、取出燃焼度45GWd/tにおいてTWheの発生電力当たり28kgの

プルトニウムが生成される。このプルトニウムの同位体組成は取出燃焼度によって変わる

が、典型例としてはPu－239とPu－241の核分裂性同位体が約2/3を占めている。二

酸化プルトニウムと劣化ウランの酸化ウラニウムを混合、混合酸化物(MOX)新燃料へ加

工して、このプルトニウムをリサイクル利用することができる。劣化ウランに7～9％程

度プルトニウムが混合されたMOX燃料は、ウラン－235の濃縮度が約4.5％の濃縮ウラ

ン燃料と等価である。このようなMOX燃料は、一般の軽水炉へリサイクル利用すること

が可能である。
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表14.4　民生用再処理工場

国 運転者／サイト 

中国 CNNC／蘭州

インド
BARC／トロンベイ 
BARC／タラプール
BARC／カルパッカム

日本 
JAEA／東海村 
JNFL／六ヶ所村 

フランス AREVA／ラ・アーグ 

ロシア
マヤック RT-1 
チェレツノゴルスク RT-2(計画中) 

BNFL／セラフィールド Magnox
BNFL／セラフィールド Thorp

英国

BARC ： バーバ原子力研究センター 
BNFL ： 英国核燃料会社 (British Nuclear Fuels Limited) 
JAEA ： 日本原子力研究開発機構
JNFL ： 日本原燃（株）
出   典 ： NEA (2007c) およびNEI (2007) 



現在、MOX燃料の加工能力は限られている：軽水炉MOX燃料用として現在稼働中の

唯一の商用プラントはフランスの工場であり、近年、認可最大加工能力が145トン/年か

ら195トン/年に引き上げられた。一方、英国のプラントにおいては、運転上の課題から

加工能力の上限が約40トン/年に制限されている(NDA、2006)。また、ベルギーのプ

ラントは40トン/年の加工能力を有していたが、近年、運転を停止した。日本では、

130トン/年規模のプラントを2011年に運転開始する計画である。2005年には12～

14トンのプルトニウムにより200トンのMOX燃料が加工され、1963年以来の世界に

おけるMOX燃料の加工量はプルトニウム換算で400トン以上に上っている。

過去、再処理施設でのプルトニウム生産量はMOX燃料として利用された量を上回って

いたため、幾つかの国において民生プルトニウムの蓄積が生じている。2010年以降に

は、プルトニウムのリサイクル利用増加が予測され、その時点で世界の原子炉の燃料需要

の約5％がMOX燃料として供給されるものと見込まれており (Hore-Lacy, 2007)、

2010年頃までのプルトニウムの貯蔵量は250トンを上回るものと考えられている。

現在、使用済燃料発生量の約30％が長期的な再処理契約によって賄われている。この

リサイクル利用の主要な目的は、特に国内資源が豊富でない国々における天然資源に含ま

れる潜在的エネルギーのより有効な利用であり、また、廃棄物の減量と毒性の低減である。

濃縮ウランとプルトニウムのリサイクル利用により、約20％の資源量節約になる(NEA、

2007b)。

2003年時点において、合計39基の軽水炉(ベルギー、フランス、ドイツ、スイスにお

けるPWR37基、ドイツのBWR2基)がMOX燃料を部分装荷して運転されている(NEA、

2003)。また、日本では20基までの原子炉にMOX燃料を装荷することを計画している。

2010年までには、ヨーロッパで45基、日本で16～18基の原子炉においてMOX燃料

の使用が見込まれる。さらにロシアで5基、米国でも6基へのMOX燃料装荷の可能性が

あり、これは世界の原子炉の15～20％程度に相当する。また、多くの新しい第III世代原

子炉においては、MOX燃料の全炉心あるいは部分装荷が可能なよう設計されている。

ウランを燃料とする現在の原子炉は、一般的に1/3炉心まで、措置を講じることで

1/2炉心までMOX燃料の装荷が可能である。フランスでは、90万kW級の原子炉に少な

くとも1/3炉心の装荷を行う考えである；新しいEPR(欧州加圧水型原子炉)ではMOX燃

料の全炉心装荷が可能となる。日本においては、2010年までにMOX燃料の部分装荷を

1/3の基数の原子炉で実施する計画を持つと同時に、フルMOX炉心の原子炉導入を計画

している。

MOX燃料使用の他の重要なものとして、ロシアと米国による余剰兵器級核物質の平和

利用への寄与がある。兵器級核物質をMOX燃料に加工して商用原子炉で使用することに

よりエネルギー生産すると同時に、兵器製造に適さないよう核物質を不可逆的に変質させ

ることができる。

ウラン燃料のみの軽水炉使用済燃料と比較し、使用済MOX燃料には長半減期で発熱量

の大きな放射性同位体が多く含まれ、例えば、貯蔵施設の設計に考慮が必要となる。使用
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済MOX燃料の再処理については、1992年からラ・アーグ再処理工場で実証試験が行わ

れてきた。この工業規模での試験は、MOX燃料を再処理し、将来の利用を考えて有用な

成分を回収することが可能であることを実証するものとなった。しかし、MOX燃料の炉

内燃焼によるプルトニウム同位体の劣化により、通常、軽水炉においてマルチリサイクル

することは実用的ではない。

14.3 追加的燃料資源
再利用可能な資源は燃料サイクル全体の構成等と密接に関連しており、ウラン資源の利

用は燃料サイクルの基本的な方針によって強く影響を受ける。第5章に記載した自然界に

賦存するウランおよびトリウム資源以外の、利用可能な核分裂性物質資源を以下に要約す

る。

・ウラン濃縮に伴うテールウラン(劣化ウラン)。0.2～0.4％のウラン－235を含む。

・使用済燃料の再処理によって回収されるウラン。約0.4～1.0％のウラン－235を含む

が、ウラン－236のような中性子毒となるような同位体も存在している。現在、一部

は再濃縮され原子炉にリサイクル使用されている。

・使用済燃料の再処理によって回収されるプルトニウム。同位体組成は、燃料の形式と炉

内での燃焼条件によって変化する。現在、一部はMOX燃料として原子炉にリサイクル

使用されている。

・貯蔵中の使用済燃料中に含まれる核分裂性物質。再処理することにより利用可能となる。

・余剰とされた軍事用核物質。90％以上のウラン－235を含む高濃縮ウラン(HEU)およ

び核分裂性のプルトニウム－239を非常に高い割合で含むプルトニウムである。これ

らの核物質を商用炉へ利用するべく、米国で高濃縮ウランを商用炉で利用する「メガト

ンからメガワットへ(“Megatons to Megawatts”)計画」が10年以上にわたって

実施されている。また、MOX燃料加工工場は米国で建設中であり、ロシアにおいても

建設が計画されている。

2005年末時点におけるこれら物質の量と資源節約可能量(供給ポテンシャル)を表

14.5に示す。

濃縮テールの劣化ウランはウラン－238が主要成分ではあるがウラン－235を0.2～

0.4％程度含み、最も大きな潜在力を持っている。余剰軍事用高濃縮ウラン(HEU)は、世

界の低濃縮ウラン(LEU)需要のかなりの割合を供給しており、例えば、ロシアの余剰軍事

用高濃縮ウラン500トンの低濃縮ウランへの転換により世界の年間需要の2倍の低濃縮

ウランが供給可能となる。再処理にて回収済、あるいは再処理されていない使用済燃料中

に含まれるプルトニウムによっても、有意な量の資源節約が可能となる。

ロシアと米国の間で、大部分の核弾頭中に存在する高濃縮ウランが不要であり、商用炉

での発電に使用するとの合意がなされた。技術的には、臨界安全、核物質防護、保障措置

上の理由から、現状の燃料サイクル施設で高濃縮ウランを低濃縮とするための混合操作を
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行うことはできない。

米国とロシア両国の政府は、特定の炉での発電に用いるため、余剰軍事用プルトニウム

の大部分をMOX燃料に転換することに合意している。このため、同等の技術に基づいた

MOX燃料加工施設を両国内に建設することが必要となるが、既にそれぞれ34トンの兵

器級プルトニウムをMOX燃料として既存商用プラントで燃焼させる合意がなされている。

14.4 先進的燃料サイクル
第IV世代原子力システムに関する国際フォーラムは、2002年のロードマップにおい

て持続的発展の目標を「……来たるべき世紀に向け、使用済燃料のエネルギー回収のため

のリサイクル利用とウラン－238の新たな燃料への転換により核燃料供給を拡大する。」

(GIF、2002)としている。

この意欲的な目標を達成するため、種々の形式の新型炉と組み合わせた閉じた燃料サイ

クルが検討された。親物質を高速炉中で照射することで、天然ウランの持つ潜在的なエネ

ルギーを完全に利用することができる。例えば、親物質であるウラン－238をプルトニ

ウム－239に変換し、この天然資源を実質上無尽蔵とし得る。

同時に、廃棄物の減容と放射性毒性の低減を図るため、使用済燃料から種々の長半減期

元素を選択的に分離して燃料あるいはターゲットに加工し、特別に設計された原子炉中で

照射することで、発電を行いながら長半減期元素をより短い半減期の元素に核変換するこ

とが可能となる。多くの国際的あるいは各国のプログラムにより先進的な燃料サイクルと

原子炉の開発が進められており、2030年から2040年にかけて実用化されるものと期
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表14.5　2005年末時点における利用可能な核分裂性物質のインベントリー

資源 量(tHM) 等価天然U量(ktU) 供給ポテンシャル
(炉年)*

余剰軍事用HEU 230** 70 420

余剰軍事用Pu 70 15 90

再処理回収Pu 320 60 380

再処理回収U 45,000 50 300

濃縮テールU 450 2,650

貯蔵中の使用済燃料

全世界の供用中
原子力発電所を、
7.5年間にわたり
運転可能な燃料に
相当する。

  * 80%の稼働率の1,000 MWeの軽水炉を仮定
  **残存インベントリー 
  出　典：NEA (2007b)

1,600,000

 200,000
(  1,700 Pu)
(  190,000 U)



待されている。

将来の先進燃料サイクルではウランの消費量は事実上高速炉の数で決まり、核分裂性で

あるプルトニウム－239に加えて、この炉で利用するウランは濃縮する必要はない。ウ

ラン－235の濃度が天然ウランよりも低いウランでさえ利用できるのである。高速炉燃

料サイクルにおいては、従来の燃料サイクルと比較して、天然ウランの需要を最大で60

分の1程度にまで減少させることが可能となる。

14.4.1 高速炉によるリサイクル利用戦略

使用済燃料の再処理によって分離されたプルトニウムは、高速増殖炉で使用することが

できる。この利用法により、ワンススルー燃料サイクルの軽水炉と比較し、天然ウランか

ら生み出されるエネルギーは顕著に増加する。その増加比率は、高速増殖炉の増殖率や燃

料サイクルの各プロセスにおけるロス率など多くの要因に依存する(NEA、2007b)。

フランスの電力会社であるEDFによれば、百万kWの高速炉は使用済ＭＯＸ燃料から抽

出されたプルトニウム約14トン(10トンのプルトニウム－239と等価)を初装荷燃料と

して要し、これは同一容量の軽水炉が炉の寿命中に生産するプルトニウム量にほぼ等しい。

さらに、軽水炉使用済燃料の再処理によって回収されるウランは、高速炉を数千年間運転

するに十分な量である。

完全に閉じた燃料サイクルの最終的なゴールとして、超ウラン元素のリサイクルも考え

られている。図14.1に超ウラン元素の燃焼、核変換を行う場合の高速炉燃料サイクルを

画いている。

このように、閉じた燃料サイクルにおいて高速炉を使用することにより、劇的にウラン

需要量を減少させることが可能となる。さらに、高速炉においては高速中性子が多く存在

することから、熱中性子炉における低速の中性子を用いる場合と比較して、マイナーアク

チニドの消滅に適している。従って、このような燃料サイクルにおいては、地層処分を行

う廃棄物の容量と放射性毒性を顕著に減少させることが可能となる。図14.2(Nakajima,

2006)に、軽水炉ワンススルー燃料サイクルの場合と比較し、1年冷却時の使用済軽水

炉燃料の値を1と規格化した時の高速炉燃料サイクルにおける高レベル廃棄物の長期的な

放射性毒性の変化を示す。
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図14.2では、点線は百万kWの軽水炉を1年間運転するのに必要な天然ウランが持つ放

射性毒性を示している。もし再処理工程で99.9％まで全てのアクチニドを回収すること

ができれば、1,000年後の時点では、軽水炉ワンススルー燃料サイクルと比較して高速

炉燃料サイクルの廃棄物の放射性毒性のレベルは約1/240、燃料を製造するに必要とさ

れる天然ウランと比較して数分の１低くなる。
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燃料加工

再処理

地層処分

U/TRU混合製品

低除染TRU含有燃料

高燃焼度、長サイクル運転
受動的安全性、再臨界防止

高速炉
原子力エネルギーの持続的利用

環境負荷の低減

図14.1　超ウラン元素のリサイクルを行う場合の閉じた燃料サイクルの概念

TRUを含む
燃料

非分離
　プルトニウム

放射性毒性の低減 廃棄物
の減量

軽水炉使用済燃料

1/240 天然ウラン

年
1.E+00

1.E-08

1.E-07

1.E-06

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

1.E+02 1.E+04 1.E+06 1.E+08 1.E+10

図14.2　軽水炉ワンススルー燃料サイクルおよび高速炉燃料サイクル
オプションにおける高レベル廃棄物の放射性毒性相対値

出　典： Nakajima (2006)

高速炉燃料
サイクルに
おける高レ
ベル廃棄物



プルトニウムのリサイクルは、まず、高速増殖炉で実施することを想定して開発されて

きた。ベルギー、フランス、ドイツ、日本、およびロシアでは、高速増殖炉の研究開発が

活発に行われていた。しかし、高速炉の商用化に向けた開発は多くの理由で1980年代

および1990年代に停滞した。主要な理由は当時のウラン価格では競争力がないと見込

まれたためであった。世界の発電に対して、今後原子力が重要な寄与を続ける、特に、原

子力発電の割合が増加する場合では、プルトニウムが今日ウランが担っているように重要

なエネルギーとなり得る。

現行の燃料サイクルの再考と先進的燃料サイクルの開発状況が相まって、現在、エネル

ギーの持続的供給とエネルギーセキュリティの観点から、幾つかの国では高速中性子炉開

発が再び活発になっている。積極的に高速炉に関する研究開発を行っている国の例を以下

に示す。

・フランスにおいては、ナトリウム冷却の23.3万kWの高速炉であるフェニックス

(Phènix)がマルクールで運転中で、核変換に関する研究開発と材料試験に利用されて

いる。クレイ・マルビルの120万kWの高速増殖炉(Super Phènix)は1985年に発電

を開始したが、1997年に閉鎖された。2006年1月、フランス大統領はCEA(フラン

ス原子力庁)が2020年の運転開始を目指し、第IV世代原子炉の原型炉の設計を開始す

ることを発表した。2006年12月、CEAは2020年運転開始の目標となっている第IV

世代炉の設計仕様を2012年までに選定することを決定した。この原型炉に関して、

新たな世代のナトリウム冷却炉が有力な候補となっている。また、並行してガス冷却高

速炉も代替案として設計を進めることとしている。原型炉は、高レベル廃棄物と長半減

期廃棄物を最小限とする先進的なリサイクル利用を実証するとの使命も持っている。原

型炉は、25～80万kWの規模となる見込である。

・日本では、高速増殖炉(FBR)を商用化すべく開発を加速させている。FBR実験炉“常

陽”は1977年から運転され、高速炉“もんじゅ”は2008年末に運転再開される予

定である。また、FBR実証炉の2025年の試験開始を目指し、2007年7月三菱重工が

2015年までの設計を日本政府より受託した。

・ロシアは高速炉開発に非常に積極的であり、次世代のMOX燃料高速炉の建設計画を持

っている。現在60万kWの高速増殖炉“BN-600”が運転中である。より大きな80万

kWのBN-800が、BN-600のリプレースとして、2012年の運転開始を目指し建設中

である。将来、さらにBN-1800を2020年頃に運転開始する計画がある。

・英国では、英国原子力庁(UKAEA：UK Atomic Energy Authority)によって幾つか

の実験炉および原型炉が運転されていた。ナトリウム－カリウム合金であるNaK冷却

1.5万kWのドーンレイ高速炉(DFR：Dounreay Fast Reactor)が1959～1977年、

25万kWの原型高速炉(PFR：Prototype Fast Reactor)は1974～1994年に運転

されていた。

・米国でも、幾つかの原型炉が運転されていた。現在、米国は、商用炉の使用済燃料から

分離したプルトニウムとマイナーアクチニドを燃焼することが可能な先進燃焼炉
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(ABR：Advanced Burner Reactor)を含む全燃料サイクルの研究を行う、国際原子

力エネルギー・パートナーシップ(GNEP)を推進している。

14.4.2 核種分離

再処理と熱中性子炉および/または高速増殖炉における核分裂性物質のリサイクル利用

は、価値あるものを棄て去らずに天然ウラン資源の有効利用を図るものである。このよう

な施策は、深地層処分される放射性廃棄物の減容と放射性毒性の低減化により、放射性廃

棄物管理上も非常に効果的と考えられる。

地層処分を必要とする放射性廃棄物の減量のための更なる対策としては、非常に長い半

減期を有する不要な放射性同位体を選択的に分離し、毒性を減少させるように処理するこ

とである。この方法を“分離変換”と称し、分離した核種は特別に設計された原子炉中で

破壊するか、非常に高い耐久性を持つ特別な基盤材(マトリックス)の中に閉じこめられる。

この方式の主な対象核種は、アクチニドとしてネプツニウム、アメリシウム、キュリウ

ム、長半減期核分裂生成物としてヨウ素、テクネチウム、セシウムである。この処理の目

的は、放射性廃棄物が危険性を持つ期間を短縮する(数百年まで短縮)するとともに、放射

性同位体の発熱量が深地層処分場内における廃棄物の処分密度の決定要因であることを踏

まえ処分場概念を最適化することにある。

“核種分離”は、目的とする放射性核種を分離する核種プロセスを示している。これら

のプロセスは、地層処分される廃棄物における分離対象核種の残存量を十分に低いレベル

とすると同時に、核変換処理を行う上で障害となる核変換ターゲットを作成する核種分離

製品への親物質(例えばウラン)の混入を十分に少なくするような分離効率が求められる。

米国の研究(Laidler, 2007)によれば、超ウラン元素とセシウムを99.9％分離すること

により、使用済燃料の直接処分と比較し処分場の容量を200倍近く有効に利用すること

が示された。

核種分離には、主に2種類のプロセスが使用される：湿式および乾式(熱化学)法である。

もっとも一般的な湿式プロセスは、PUREXプロセスである。PUREXプロセスの種々の

派生プロセスは良く研究されており、長い間商用再処理に使用されてきた。これ以外に湿

式プロセスとしては、フランスで開発されているCOEXプロセス、米国で開発されている

UREX＋プロセス、標準的な抽出プロセスと組み合わせて使用される核分裂生成物とマイ

ナーアクチニドを分離するDIAMEX-SANEXプロセスがある。

フランスのマルクールに在るCEAのAtalante研究施設におけるパイロット規模での連

続操作のホット試験は、PUREX法を用いて99％のネプツニウムとヨウ素、95％以上の

テクネシウムの回収が可能であることを実証した。アメリシウムとキュリウムの回収には、

それぞれ99.9％の回収率を達成する新たな抽出剤の開発が必要である。セシウムについ

ては、核分裂生成物溶液から回収率99％で分離することが可能な新しい抽出剤が開発さ

れている(Courtois, 2006)。フランスにおいては、元々は1991年のバタイユ

(Bataille)法によって、さらにより詳細な内容で更新された2006年6月の法律によって、
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核種分離に関する法律要件が示されている。先進的な核種分離プロセスは2012年まで

に評価され、2040年までには第IV世代高速炉の工業規模技術として実証、その段階で

フランスのラ・アーグ再処理施設の建替に使う計画となっている。

乾式(熱化学)法による核種分離技術は、当時開発が進められた高速炉金属燃料の再処理

法として、1952年にアメリカ国立アルゴンヌ研究所(ANL)で積極的に開発が開始された。

湿式法と比較して乾式(熱化学)法はプラント規模が小規模ですみ、標準的な燃料よりター

ゲット状のリサイクル物質の処理に適していること、また高燃焼度、短期冷却燃料処理が

可能であることなどにより、1990年以降、廃棄物処理としての分離・核変換への新た

な関心が高まるなかで乾式法の研究開発が増加した。

乾式(熱化学)法は、2つのグループに分類できる：揮発性のような物理的性質の相違に

よるプロセス、および電解精錬など化学反応性の違いに基づくプロセスである。乾式(熱

化学)法は、再処理技術として適用分野が異なることから、湿式法を補うものと考えるべ

きである。乾式(熱化学)法は、要求条件によって長所を発揮すると考えられるような際に

用いられるべきであり、例としては、短期冷却燃料、硝酸に溶けにくい燃料などの処理、

あるいは原子炉－再処理－リサイクル燃料加工の統合施設中のプロセスなどである。

14.4.3 核変換

核変換とは、放射性核種を別な核種に変換することであり、主に中性子照射によって行

われる。燃料サイクルにおける核変換の目的は、長半減期のアクチニドあるいは核分裂生

成物を短半減期の核種に変換し、処分場へ送られる廃棄物を数百年程度で無害化すること

である。核変換に必要な中性子束は、原子炉(高速炉が望ましい)あるいは加速器駆動シス

テム(ADS)によって得られるものが用いられる。原子炉では、炉心で一旦臨界に達した

後は、核分裂性燃料の自己継続的な核分裂によって中性子が生み出される。ADSにおい

ては、加速器によって生み出された高エネルギーの陽子ビームが重金属ターゲットに当た

り、核破砕によって中性子のシャワーを生させ、さらにこの中性子が未臨界炉中における

核分裂によって増倍される。しかし、一旦加速器が切られると、核分裂反応は停止する。

核変換炉の燃料としては、在来炉から排出された長半減期の廃棄物を混合したウラン、プ

ルトニウムあるいはトリウムをベースとした燃料のいずれも使用可能である。

表14.6に、熱中性子炉と高速炉における主要なアクチニド4種の核変換の能力を示す。
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表に示された理由から、原子力産業では、マイナーアクチニドの核変換は、ほとんど高

速炉のみによって実施されるものと考えられている。マイナーアクチニド核種は原子炉の

中性子パラメータに影響を及ぼすため、燃料への混入率には制約がある(高速炉で約3～

5％)。

マイナーアクチニドの核変換のため、二通りのリサイクル方式が研究されている：均質

リサイクルと非均質リサイクルである。均質リサイクルにおいては、マイナーアクチニド

を燃料のプルトニウムと混合する。この方式では、すべての原子炉が高速炉とすると燃料

中の平衡マイナーアクチニド濃度は約1％(アメリシウム0.8％、キュリウム0.2％)とな

る。

非均質リサイクルにおいては、マイナーアクチニド(特に、アメリシウムおよびキュリ

ウム)とプルトニウムはサイクルと原子炉中で別々に取り扱われる。この方式には、二つ

の可能性が存在する。一番目の方法では、アメリシウムとキュリウムを特別なターゲット

燃料として高速炉中に置く。二番目の方式においては、専用の原子炉でマイナーアクチニ

ドをリサイクル(「ダブル･ストラータ戦略〔階層的なリサイクル方式〕」)し、マイナーア

クチニドは燃料サイクルの中で発電炉とは全く別に取り扱われる。この燃料はプルトニウ

ムに50％以上のマイナーアクチニドを混合したものとなり、外部中性子源を持つADSタ

イプの未臨界炉で使用される。

ADSシステムは、例えば欧州フレームワーク研究プログラムなどの野心的研究計画に

おいては、未だ概念あるいは可能性の実証段階にある。本分野の研究は、燃料(高濃度の

アメリシウムとキュリウムを含む)、加速器の信頼性、核破砕中性子源の設計と性能向上

に焦点が当てられている。表14.7に、種々のリサイクル方式が新燃料および使用済燃料

の特性に与える影響(相対値)を示す。
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表14.6　PWRと高速炉における核変換能力

核変換方式 

PWR－MOX 高速炉 高速炉中の
ターゲット燃料として

Φ=2.5×1014n/cm2・s 
T=1,500ENPD* 

Φ=3.4×1015n/cm2・s 
T=1,700ENPD*  

アクチニド 核変換率 核変換率 核変換率

237Np 46% 63%  100%
241Am 70% 69%  100%
243Am 65% 63%  100%
244Cm 44% 50% ‒

* 等価標準原子炉出力日
出　典：Carcenne (2006) 



長半減期の核分裂生成物の核変換は、より困難であることが判明している。特別な設計

を行うことにより、半減期をテクネチウムで約20年、ヨウ素で30～40年に短縮するこ

とも可能である。しかし、これらの核分裂生成物の90％減少させるためには、少なくと

も3回の再処理を行い、ターゲット燃料として数回リサイクルしたうえで、60～120年

の照射期間が必要となる。これらのことを考えると、長半減期核分裂生成物の核変換を実

用的に実施することは簡単ではないことがわかる。

14.4.4 CANDU燃料としてのDUPIC概念

大多数の原子力発電所は濃縮ウラン燃料を用いる軽水炉であるが、天然ウランを燃料と

して用いるCANDU型原子炉も相当な基数が建設されている。CANDU炉は、理論的には

燃料として使用済軽水炉燃料を利用可能である。

使用済軽水炉燃料を(冷却後)脱被覆してCANDU炉に合った新燃料集合体に成形加工す

る、DUPIC(direct use of used PWR fuel in CANDU reactors：使用済軽水炉燃料

のCANDU炉における直接利用)概念が提案されている。この概念の大きな利点の一つは、

使用済燃料の成分を分離する必要がない点である。使用済DUPIC燃料は、50年冷却した

後地層処分される。

反面、使用済軽水炉燃料は放射能が非常に高く、重遮へいで遠隔操作が可能な取り扱い

施設が必要となる短所もある。使用済燃料粉の取り扱い時には汚染が発生する課題があり、

リサイクル施設に特別な配慮が必要となる可能性がある。結局、このリサイクル法によっ

て製造された燃料は、使用済軽水炉燃料と同様の放射能を有するため、輸送および炉心へ

の燃料装荷の操作において、この点を考慮した設計を必要とする。

CANDU炉の開発が行われてきたカナダおよび4基のCANDU炉を運転中の韓国は、
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表14.7　標準MOX燃料サイクルと比較した、新燃料および使用済燃料の特性に与える
種々のリサイクル方式の影響

原子炉の形式 PWR 高速炉(EFR) ADS

リサイクル方式 Pu(MOX) 
Pu+マイナー
アクチニド

(MIX) 
Pu 

Pu+マイナー
アクチニド

マイナー
アクチニド
(ターゲット) 

マイナー
アクチニド

使用済燃料（再処理時）

崩壊熱 1 × 2  1  2 ‒ × 70

中性子源 1 × 130  1 × 2 ‒ × 200

新燃料 （加工時）

崩壊熱 1 × 3 0.5 x 2.5 × 80 × 90

中性子源 1 × 8,000 1 × 150 × 5,000/
× 10,000 × 20,000

出　典：Garzenne (2006)



1991年共同でこの概念の研究開発をスタートした。1986年に照射された35.5GWd/t

の燃焼度の使用済燃料を用い、燃料加工作業が2000年1月韓国で開始された。最初の

12本の小型燃料棒が韓国原子力研究所(KAERI)によって製作され、現在、HANARO研

究炉で照射試験中である。また、フルサイズの燃料棒は加工途上にある。

14.4.5 トリウム・サイクル

トリウムは、ウランより豊富に天然に産出する鉱物である。現在、USD80/kg以下の

コストで採取可能な資源量は約二百五十万トンと推定されている(WNA,2007)。これ以

外の資源も確認されてはいるが、市場と需要が無いため評価は殆ど行われていない。天然

のトリウムは、単一の同位体であり核燃料親物質でもあるトリウム－232で構成されて

おり、低速の中性子を吸収して核分裂性のウラン－233を生み出すことができる。

トリウム燃料サイクルに関する基礎研究は、ドイツ、インド、日本、ロシア、英国およ

び米国で行われてきた。トリウム燃料を高燃焼度まで照射する試験が行われ、幾つかの試

験炉が部分的あるいは全てトリウム燃料によって運転された。また、主な燃料を高濃縮度

のウラン燃料としつつ、トリウム燃料を発電炉中で使用する経験も得られている。しかし、

インドにおいて長期的な観点から国内トリウム資源利用に着目して計画された研究開発プ

ロジェクトを例外として、トリウム燃料サイクルに関する研究開発プロジェクトは

1980年代に終了した。

トリウム燃料を使用した原子炉は軽水炉と同様に炉心管理は容易であり、燃料の燃焼度

を高め長寿命炉心の達成も可能であるが、ウラン－プルトニウム燃料を使用する場合より

炉停止後の反応度上昇や崩壊熱が高いことが示されている。種々の研究により、同一の条

件の下で、トリウム燃料サイクルの使用済燃料の放射性毒性の総量が、標準的なウラン－

プルトニウム燃料サイクルより低いことが判明している。

しかし、標準的なウラン－プルトニウム使用済燃料の場合と比較して、使用済トリウム

燃料の再処理は難しく、工業規模での閉じたトリウム燃料サイクルについては更なる実証

が必要である。

14.4.6 放射性廃棄物管理との関係

NEAは15種類の燃料サイクル方式を比較し、放射性廃棄物管理と処分への影響をまと

めた報告書を近頃出版した(NEA、2007a)。PWR(ウラン酸化物燃料を用いるEPRタイ

プの加圧水型炉)のワンススルー燃料サイクルを基準として、幅広い種々の燃料サイクル

が考慮された。その結果、廃棄物の放射能はアクチニドの除去が行われるか否かに大きく

左右され、燃料サイクルの方式によっては放射能レベルを二桁程度減少させることが可能

なことが示された。

使用済燃料の崩壊熱は、地層処分場において廃棄物の処分密度を決定する主要なパラメ

ータである。リサイクルを含む完全に閉じた燃料サイクルから発生する高レベル廃棄物の

崩壊熱は、軽水炉ワンススルー燃料サイクルにおける崩壊熱よりかなり低くなり、廃棄物

処分のための地下坑道を著しく小さなものとすることが可能となる。50年の冷却期間で
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あれば、検討した各種燃料サイクルにおける崩壊熱の差は4倍の範囲である。しかし、

200年冷却後においては、マイナーアクチニドの核変換を行うとワンススルー燃料サイ

クルと比較して崩壊熱は30分の1となる。結果的に、200年を超す冷却期間を設けるこ

とにより、必要な処分場スペースをさらに削減させることが可能となる。処分場の大きさ

を決定する他の要因としては、当然のことであるが、廃棄物の容量がある。この減容は、

リサイクルを実施し、閉じた燃料サイクルを採用した場合において著しい。放射性廃棄物

の減容と発熱量の減少は共に処分コストを大きく削減する効果があり、マイナーアクチニ

ドの燃焼を含む完全に閉じた燃料サイクルを採用することにより、ある定まった規模の廃

棄物処分場において、より多くの発電により発生した廃棄物を受け入れることが可能とな

る。

再処理を含む燃料サイクルから発生した高レベル廃棄物の処分に伴う被ばく量は、ワン

ススルー燃料サイクルにおける場合の約8分の1となる。この被ばく量の減少は、再処理

の過程において廃棄物からヨウ素が分離されることに起因する。もしヨウ素が処理後に同

じ処分場で処分されるとすれば、短期間においては全ての燃料サイクルのシナリオでほぼ

同様の被ばく量となる。完全に閉じた燃料サイクルから発生する廃棄物に含まれるアクチ

ニドは少ないことから、長期間を考えた場合において被ばく総量は減少する。

燃料サイクルの総費用において廃棄物処分費の占める割合は小さいことから、廃棄物処

分費は、平均発電コストに大きな影響は与えない。平均発電コストは、発電所建設の資本

費が最も比率が高く、次いで運転、保守費である。廃棄物処分費を含む燃料サイクルの総

費用は、15％程度を占めるにすぎない。
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終わりに

エネルギーはわれわれの良質な生活にとって必須である。エネルギー需要は人口が増え、

生活水準が向上するにつれ、衰えず上昇し続ける。信頼できるエネルギー専門機関の予測

によると、各国政府の現状の政策に基づくと2050年までには世界のエネルギー需要は

現状のおよそ2.5倍になる。エネルギーの中でもっとも柔軟で洗練されている電力需要は、

少なくとも同じ速度で増えると考えられる。この需要の相当部分は化石燃料でまかなわれ

ることとなろうが、それは、エネルギー資源を争っている世界において、気候変動やエネ

ルギー供給保障や高騰する価格のゆえに、ほとんど例外なく受け入れがたいと考えられて

いる道筋である。

気候変動による脅威に立ち向かうために必要な行動についての信頼できる評価は、この

問題に対応するのがいかに大変な課題となるかを示している。すなわち、炭素排出を、

2050年までに今日の半分以下に低減する必要があるが、その2050年にはエネルギー

需要が今日の倍以上になってしまっているのである。

原子力エネルギーは気候変動、エネルギー供給安全保障とコストのすべての問題に対し

て助けになることは疑いもない。原子力はその生涯にわたってほとんど炭素フリーという

特質があり、この点ではほとんどの再生可能エネルギーと同等あるいは勝っている。原子

力の燃料は広範囲の国々から入手できるものが利用されており、しかも主要な産出国は政

治的に安定した地域にある。原子力発電コストは、ウラン価格に対して比較的影響を受け

にくく、エネルギー価格を安定化させる効果を持っている。このような利点にもかかわら

ず、原子力に対しては異論が多く、その多くの議論では、賛成であろうと反対であろうと

感情と事実がせめぎあっている。

この書では、原子力について、今日のそして近い将来の貢献と2050年までの可能性、

また原子力が直面している今日のそして明日の挑戦と、どのようにしてこの挑戦に立ち向

かっているか、さらには将来において技術がどのように発展するかを検討してきた。その

意図は、事実の分析を提供し、論争となる課題をバランスの取れた展望の中で扱い、それ

により政策決定者が自身の判断をできるようにすることである。

多くの状況で原子力は他の発電源に対して優位であるが、炭素排出にペナルティを与え

る仕組みができるともっと有利になる。しかし、自由化した市場では、投資家は依然とし

て疑心暗鬼である。資本費が大きいことは不利である。投資家が考えるリスクは、多くの

政府の政策につきものの不確かさ、将来の炭素コストの仕組みと価格の不確かさ、規制要

求の変化における不確かさ、建設期間とコストの不確かさや、公衆の態度の影響について

の不確かさに見出されている。

市場や技術そして規制の変化は世界中で起きてきている。より確かな規制や設計評価に

ついての国際協力とより予測可能な計画プロセスに向けての進展は、プロジェクトの実施

期間とリスクを減らし、投資を促す。原子力の寄与を拡大する最適な道筋は、原子力技術

の国際性の高まりを認識し、産業、規制、政策レベルでの協調を必要とする。NEAはこ

のグローバルなアプローチの中で、ちょうどよい位置を占め、指導的な役割を担い続け
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るのに適している。

前進するために政府は何ができるのだろうか？多分第一にそして最も重要なことは、

「汚染者負担原則」を制定し、二酸化炭素排出コストをエネルギーコストの中に内生化す

る現実的な方法を作り上げることであろう。このような仕組みは長期にわたって設定され

なければならず、そうでないと発電、いや実際上他のエネルギー関連大規模投資について

も必要な確実性がないことになる。将来の炭素価格についても、少なくとも最低価格の合

理的な確かさが必要であろう。これにより、温室効果ガス排出を緩和するすべての手段や、

エネルギー効率向上、原子力、再生可能エネルギー、さらには炭素吸収･貯蔵技術やCO2
を排出しない原料からの水素製造技術などの開発が促されることになる。京都議定書のフ

ォローアップが明らかに全体の要である。現在の議定書による柔軟性メカニズムは、炭素

吸収･貯蔵や原子力といった主要なベース・ロードの発電技術を除外している。将来の柔

軟性メカニズムは炭素排出削減に、より大きな貢献ができるこれらの技術をきちんと認識

すべきである。

多くの先進国では、科学技術の訓練は一般に必要水準よりずっと下のレベルに落ち込ん

でしまっている。原子力産業も例外ではなく、従業者は老齢化し必要な技能者は払底して

いる。必要な訓練を促す手段が求められる。技術や物資が軍事あるいはテロリストの目的

に流用され悪用されることを防止する仕組みは、これまでおおむね成功してきたが、これ

を強化しようとする国際的な努力は注目に値する。各国政府はこの点に関し明らかな役割

を持っている。また同時に高レベル廃棄物の処分を進める上でも主要な役割を担っている。

産業界にも役割がある。原子力施設の安全な稼動の継続は必須である。メディアや公衆

は敏感で、どんな場所で、どんな事象が起こっても、それがある程度重要なものであれば

国際的な産業に影響を与える。たとえ、この書でも述べているように、他の発電エネルギー

と比べての原子力の相対的なリスクについて公衆の危惧が思い違いであるにしても、安全

成績は申し分の無いものであらねばならない。原子力産業の透明性は過去において必ずし

も常に十分であったわけではなく、それが信頼を損ねてきた。誠実さと透明性についての

方針は強化、維持されねばならない。規制者の役割はここにあり、公の独立の専門家とし

て、公平かつ均衡をとって、すべての事象の真の重要性を説明する義務がある。公衆の考

え方は、高レベル廃棄物の処分施設の整備を進める上でのこれまでの失敗にも影響されて

おり、進展を図る必要がある。

公衆の認識問題はいっそう複雑である。公衆は原子力の利点について特に高く評価して

いるわけではなく、その利点が理解されない限り、欠点に対しては想像上であれ現実のも

のであれ寛容でありようがない。多くの国で産業も政府も信頼できる情報の提供者として

信用されているわけではないという証拠があり、特に難しい問題である。社会は、知識を

蓄積しつつあり、公衆の参加も進んできている。もし原子力が世界が直面しているこの深

刻なエネルギー問題に応えて拡大するとなれば、政治家と産業界とこのような社会との間

の関係がますます重要となるであろう。

世界のエネルギー問題の解決は容易である(エネルギー効率の膨大な増加であれ、再生

可能エネルギーの莫大な拡大であれ、原子力やいかなる他の手段への大量の依存であれ)
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と主張する人々は、その主張を支持する明らかな事実を提供するよう厳密に調べることを

求められなければならない。自身の主張する思いのうちどれかが問題を解決するだろうと

いう希望を持つだけでは十分ではない。証明されるまで待つとするなら、そうならない場

合遅すぎることになる。公衆は、政治家やそれを支持するグループの主張が健全で真の解

決をもたらすかどうかについて信頼のおける実証を要求するべきである。信頼でき環境的

にも優しいエネルギーを妥当な価格で供給することは、われわれの社会にとってあまりに

も重要であって、見込みや思い込みに頼るわけには行かない。

原子力は、このエネルギー問題の解決に大きな役割を果たすことができるであろう。成

熟した技術であり、世界の電力の16％、OECD先進国の電力の23％を提供していて、

技術的なブレークスルーを待っているわけではない。今日の原子炉は十二分以上のもので

あり、明日のそれは確実にもっと良いものになる。また、電力供給だけでなくより多くの

エネルギー需要をまかなうべく拡大していくことによって、もっと多くを成すことができ

るだろう。ウランと原子力技術は、大量のエネルギーを、おおむねCO2フリーで、長期

にわたって供給するために利用可能であり、熱や飲料水を供給したり輸送用の水素を生産

したりするためにも利用できる。現在の状況では無視できない技術である。それはどの社

会、どの状況においてもという訳には行かないだろうが、原子力が成し得る貢献を採用し

ない場合は、合理的な根拠を実証的に示す必要がある。どのように代替手段が需要を満た

し、どれ程より良いかという正当な疑問に対して、根拠のある答えを求めるのは当然であ

る。本書は、そのような議論に対する情報提供のため、長期に利用できる質の高い材料を

提供することを意図しており、NEAの50周年を記念するのに適したものである。
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補遺





補遺1 世界の原子炉

本補遺では世界の原子炉に関する情報を示す。操業中、建設中、及び恒久的に閉鎖、に

分類されている。
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表A1.1　操業中の原子炉

国名／経済圏
炉型 合計

(基数)
合計

(MWe net)PWR BWR PHWR GCR LWGR FBR

米　国
フランス
日　本
ロシア連邦
ドイツ
韓　国
ウクライナ
カナダ
英　国
スウェーデン
中国
スペイン
ベルギー
中国台北（台湾）
インド
チェコ共和国
スイス
フィンランド
スロバキア共和国
ブルガリア
ハンガリー
南アフリカ
ブラジル
メキシコ
ルーマニア
リトアニア
アルゼンチン
スロバキア
オランダ
パキスタン
アルメニア
合　計

69 35 104 100,582
58 1 59 63,260
23 32 55 47,587
15 15 1 31 21,743
11 6 17 20,470
16 4 20 17,451
15 15 13,107

18 18 12,589
1 18 19 10,222
3 7 10 9,014
9 2 11 8,572
6 2 8 7,450
7 7 5,824
2 4 6 4,921

2 15 17 3,782
6 6 3,619
3 2 5 3,220
2 2 4 2,696
5 5 2,034
2 2 1,906
4 4 1,829
2 2 1,800
2 2 1,795

2 2 1,360
2 2 1,300

1 1 1,185
2 2 935

1 1 666
1 1 482
1 1 2 425
1 1 376

265 94 44 18 16 2 439 372,202
表A1.1、A1.2及びA1.3の注記：
CANDU炉は、PHWRに含まれる。RBMK炉はLWGRに含まれる。
BWR：沸騰水型炉　
GCR：ガス冷却炉　
LWGR：黒鉛減速水冷却炉
PWR：加圧水型炉
PHWR：加圧重水炉
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表A1.2　建設中の原子炉

国名／経済圏
炉型 合計

(基数)
合計

(MWe net)PWR BWR PHWR GCR LWGR FBR

韓 国
中 国
ロシア連邦
インド
中国台北（台湾）
日　本
ブルガリア
ウクライナ
フィンランド
フランス
米　国
イラン
スロバキア共和国
アルゼンチン
パキスタン
合　計

6 6 6,540
6 6 5,220
5 1 1 7 4,724
2 3 1 6 2,910

2 2 2,600
1 1 2 2,186
2 2 1,906
2 2 1,900
1 1 1,600
1 1 1,600
1 1 1,165
1 1 915
2 2 870

1 1 692
1 1 300

31 3 4 0 1 2 41 35,128
注：ロシア連邦のデータには各32MWeの２基の小型ユニットが含まれる。
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その他の原子炉型

表A1.3　恒久的に閉鎖した原子炉

国名／経済圏
炉型 合計

(基数)
合計

(MWe net)PWR BWR PHWR GCR LWGR FBR Others

米　国

ドイツ

フランス

ウクライナ

英　国

ブルガリア

イタリア

スウェーデン

リトアニア

ロシア連邦

スペイン

スロバキア共和国

カナダ

アルメニア

日　本

オランダ

カザフスタン

ベルギー

合　計

12 10 1 2 1 2 28 9,764

9 5 1 2 1 1 19 5,879

1 8 1 1 11 3,798

4 4 3,515

23 2 1 26 3,324

4 4 1,632

1 2 1 4 1,423

2 1 3 1,225

1 1 1,185

2 3 5 786

1 1 2 621

1 1 2 501

2 1 3 478

1 1 376

1 1 1 3 297

1 1 55

1 1 52

1 1 10

33 21 5 38 8 6 8 119 34,921

炉型 合計基数

重水減速ガス冷却炉 3

重水減速沸騰軽水冷却炉 3

有機物減速型原子炉 1

液体金属冷却黒鉛減速炉 1



補遺1 参考文献

IAEA (2008), Power Reactor Information System, PRISM database,
International Atomic Energy Agency, www.iaea.org/programmes/a2/.

NEA (2008), Nuclear Energy Agency, OECD, Paris.
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補遺2 世界の地域の定義

本書における国の範囲は、IEA出版のワールド・エナジー・アウトルックと一致するよ

う、NEAによって定義されたものである。

インド及びロシア連邦はここでは個別に取り扱われており、また最初の7つのグループ

に属していない国々については、「その他の諸国」として分類されている。

NEAによって定義される8つの地域の範囲は以下の通りである。

OECD北米

カナダ、メキシコ、米国

OECD欧州

オーストリア、ベルギー、チェコ共和国、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイ
ツ、ギリシャ、ハンガリー、アイスランド、アイルランド、イタリア、ルクセンブルグ、
オランダ、ノルウエー、ポーランド、ポルトガル、スロバキア共和国、スペイン、スウ
ェーデン、スイス、トルコ、英国

OECD太平洋

オーストラリア、日本、韓国、ニュージーランド

インド

中国

ロシア連邦

移行経済国

アルメニア、ベラルーシ、ブルガリア、クロアチア、エストニア、グルジア、カザフス
タン、ラトビア、リトアニア、ルーマニア、スロバキア、ウクライナ

その他の諸国
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補遺3 仮定についての詳細と代表的なシナリオの結果

第3章で言及したように、将来の全一次エネルギー供給(TPES)と世界の電力需要の想

定される傾向が、広範囲にわたってモデル化されている。これらのモデルは、おおむね

2030年まで、場合によっては2050年までの期間をカバーしている。これらのモデル

の大部分は、現存する政策は概して不変のままであるとの仮定に基づいて、将来の世界の

エネルギー利用の基準線ないし参照・シナリオを提示している。したがって、基準線シナ

リオは「BAU：平常通りの業務」の場合を表している。つまりモデルが評価するのは、

現行の政策に起こり得る変化がこの基準線シナリオに与え得る影響であり、通常は、一連

の「起こりえる事態は？」に応えるシナリオを作成することにより行われる。これらのシ

ナリオは、一般的には、連続した変化よりもむしろ、異なった不連続の仮定のセットによ

り構成されている。

NEAは、6つのシナリオのセットを使用する事とした。それらは：

2030年までの評価

・国際エネルギー機関 (IEA)・世界エネルギー展望 2006 (WEO).

・米国エネルギー省, エネルギー情報局 2007 (EIA).

・国際原子力機関 2005 (IAEA).

・世界原子力協会 2005 (WNA).

2050年までの評価

・国際エネルギー機関 (IEA)・エネルギー技術展望 2006 (ETP).

・気候変動に関する政府間パネル 2000 (IPCC).
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この補遺では、これらのシナリオとその結果を支える仮定について更なる情報を提供す

る。これらのシナリオは、表3.2と3. 3に定義されている。ただし、例外として比較のた

めに含めたEIA の3と EIAの 4では、2030年の石油価格について、それぞれ、低い場合

(バレル当たり34米ドル)及び高い場合(バレル当たり100米ドル)の仮定を行っている。

以下の仮定と結果の表では、表A3.1にまとめた略語を使用している。
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GDP 毎年の国民総生産（単位：兆(1012) 2000 米ドル）、購買力平価

GDP AGR GDPの年間成長率(%/年) 

Oil price 2005年の原油輸入価格 (米ドル/バレル) 

Population 世界人口（単位：百万）

Pop AGR 人口の年間増加率 (%／年) 

Tech progress 技術進歩の全般的な速度と程度(緩やかな進歩、急激な進歩)

CCS and/or Ren 炭素回収・貯留技術と再生可能エネルギー技術の成功 

Adv nuclear 先進的原子力技術の成功

AGR of EI エネルギー強度の年間成長率 (%/年) 

AGR of CI CO2 強度の年間成長率(%/年) 

Climate CC 気候変動に関する社会・政治的関心

CO2 penalty CO2 排出に対する世界的なペナルティー制度

CO2 EM 世界のエネルギーに関連する CO2 排出量(Gt) 

Energy SC エネルギー・セキュリティーに関する社会政治的関心

P-Energy DM 世界の一次エネルギー需要 (Mtoe) 

Elec DM 世界の電力需要 (TWh) 

Nuclear track record 原子力エネルギーシステムの研究開発の成功、及び建設と運転経験

PA for NPPs 原子力発電プラントに対する政治的及び公衆的受容

Np 一次エネルギーとして表した原子力需要(Gtoe) 

Ne 原子力発電量 (TWh) 

Nc 原子力発電設備容量 (GWe)

表 A3.1　略語と単位

マクロ経済

技術革新 

環境

エネルギー

原子力エネルギー

原子力エネルギーに対する予測 



422

単
位
に
関
し
て
は

表
A
3.
1参

照

実
積

N
E
A

W
E
O

E
IA

IA
E
A

W
N
A

20
04

低
高

0
1

2
0

1
2

3
4

低
高

0
1

2

G
D
P

G
D
P
 A
G
R
 

▼
O
il 
pr
ic
e

P
op
ul
at
io
n 

P
op
 A
G
R

T
ec
h 
pr
og
re
ss

▲
▲

▲
C
C
S
 a
nd
/o
r 

R
en

▲
▲

▼
▲

A
dv
 n
uc
le
ar
 

▲
▼

▲
A
G
R
 o
f E

I
A
G
R
 o
f C

I 
C
lim

at
e 
C
C

▲
▲

▲
▲

▼
▲

C
O
2 
pe
na
lty

▼
▲

▼
C
O
2 
E
M

E
ne
rg
y 
S
C

▲
▲

▲
P
-E
ne
rg
y 
D
M

E
le
c 
D
M

N
uc
le
ar
 tr
ac
k 

re
co
rd

▲
▲

▲
▼

▲
▼

▲
P
A
 fo
r 
N
P
P
s

▲
▼

▲
▲

▼
▲

N
p

N
e

N
c

注
意
: ▲

 高
　
▼
 低

　
▲
 比

較
的
高
　
▼
 比

較
的
低

赤
字
デ
ー
タ
は
計
算
値
。
青
字
は
、
全
世
界
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
(N
pの

行
)ま

た
は
、
発
電
量
(N
eの

行
)の

原
子
力
占
有
率
(%

)を
示
す
。

表
A
3
.2
　
2
0
3
0
年
の
仮
定
と
予
測

55 43
6,
40
0

26
.1

11
,2
04

17
,4
08 71
4

6.
4

2,
74
0

15
.7

36
4

78
4

3,
00

8

40
4

1,
20
1

4,
60
7

61
9

3.
4

55
8,
10
0

1.
0

-1
.7

40
.4

17
,0
95

33
,7
50 86
1

5.
0

3 
30
4

9.
8

41
6

3.
4

8,
10
0

1.
0

-2
.1

34
.1

15
,4
05

29
,8
34

1,
07
0

6.
9

4,
10
6

13
.8

51
9

26
.1

12
,8
97

28
,0
18

1,
35
9

5.
5

5,
20
3

18
.6

66
0

15
4

4.
1

59
8,
20
3

1.
0

-2
.2

42
.9

17
,6
91

30
,6
74

1,
00
1

5.
7

3,
61
9

11
.8

48
1

13
6

3.
6

-2
.1

-2
.2

38
.4

15
,9
78

27
,9
59 98
8

6.
2

3,
56
1

12
.7

47
4

17
4

4.
5

-2
.3

47
.6

19
,4
96

33
,5
43

1,
03
1

5.
3

3,
71
6

11
.1

49
4

15
5

4.
1

34

43
.9

18
,1
47

31
,1
38 97
6

5.
4 3

51
8

11
.3

46
8

15
4

4.
1

10
0

41
.8

17
,1
96

30
,0
74

1 
02
6

6.
0

3,
69
8

12
.3

49
2

8,
12
3

0.
75

15
,7
74

24
,6
67 82
0

5.
2

3,
11
5

12
.6

41
8

21
,5
34

38
,9
60

1,
20
6

5.
6

4,
75

3
12
.2

64
0

31
,6
57

4,
06
2

12
.8

52
4

7,
50
0

31
,6
57

2,
14
8

6.
8

27
9

31
,6
57

5,
74
5

18
.1

74
0



423

単
位
に
関
し
て
は

表
A
3.
1参

照
実
積

N
E
A

E
T
P

IP
C
C

20
04

低
高

0
1

2
3

1
2

3
G
D
P

G
D
P
 A
G
R

O
il 
pr
ic
e

P
op
ul
at
io
n

P
op
 A
G
R

T
ec
h 
P
ro
gr
es
s

C
C
S
 a
nd
/o
r 

R
en

A
dv
 n
uc
le
ar

A
G
R
 o
f E

I

A
G
R
 o
f C

I
C
lim

at
e 
C
C

C
O
2 
P
en
al
ty

C
O
2 
E
M

E
ne
rg
y 
S
C

P
-E
ne
rg
y 
D
M

E
le
c 
D
M

N
uc
le
ar
 tr
ac
k 

re
co
rd

P
A
 fo
r 
N
P
P
s

N
p

N
e

N
c

注
意
: ▲

 高
　
▼
 低

　
 ▲

 比
較
的
高
　
 ▼

 比
較
的
低

赤
字
デ
ー
タ
は
計
算
値
。
青
字
は
、
全
世
界
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
(N
pの

行
)ま

た
は
、
発
電
量
(N
eの

行
)の

原
子
力
占
有
率
(%

)を
示
す
。

表
A
3
.3
　
2
0
5
0
年
の
仮
定
と
予
測

▲ ▼ ▼

▼ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

▼
▼

▼ ▼
▼

▲ ▲ ▲

▲ ▲ ▲ ▼ ▼

▲
▼

▼
▼

▼
▼

▼
▼

▼
▲ ▲

▼
▼

▼

26
.1

11
 2
04

17
 4
08 71
4

6.
4

2 
74
0

15
.7

36
4

▼

1 
11
8

4 
28
9

9.
0

57
6

2 
75
1

10
 5
58

22
.0

1 
41
8

58
.0

22
 1
12

46
 6
30 81
0

3.
7

3 
10
7

6.
7

39
0

2.
9

9 
10
0

0.
9

26
.0

16
 7
61

31
 7
63

1 
39
4

8.
3

5 
33
8

16
.8

67
7

2.
9

9 
10
0

0.
9

31
 6
78

3 
10
3

9.
8

38
9

20
.6

17
 5
55

32
 8
96

2 
07
4

11
.8

7 
30
0

22
.2

92
6

8 
70

4

35
 7
38

63
 9
53

2 
14

6
6.
0

8 
23
5

12
.9

1 
04
5

28
 9
98

58
 4
32

2 
74
9

9.
5

10
 5
47

18
.0

1 
33
8

20
 0
12

37
 7
00 86
0

4.
3

3 
31
2

8.
8

41
9





補遺4 エネルギー分野における苛酷な事故
(シビアアクシデント)の比較分析

いかなる人間の活動もゼロリスクではないことを前提としながらも、政策決定者やその

他の関係者はしばしば異なるエネルギー源におけるリスクの比較分析を要求する。これは

大変難しい課題であるが、それは特に災害やその被害のデータは均質ではなく、OECD

諸国における水力や原子力のようなエネルギー分野での苛酷な事故(シビア・アクシデン

ト)の経験はごくわずかであるためである。

この課題への最も包括的なアプローチ手法の一つは、1990年代初めからENSAD(エ

ネルギーに関するシビア・アクシデント・データベース)に基づいてスイスのポール･シェ

ラー研究所(PSI)で開発された。この補遺ではPSIによるエネルギー分野のシビア・アク

シデントの分析の概要について述べる。この分析の範囲は単に発電や熱供給プラントでの

事故に限定されておらず、総てのエネルギー供給チェーンを対象にしている。すなわち事

故は、探鉱から採取、精製、貯蔵、輸送、最終的には廃棄物の処理までのすべての段階で

起こる可能性がある。分析においては、このような広い観点が必須である。つまり、化石

燃料によるエネルギー供給チェーンにおいては、発電所での事故はそのほかの段階での事

故に比べると少なく、発電所だけの分析では現実を過小評価することになる。

文献では、何がシビア・アクシデントなのかに関して、一般的に受け入れられている定

義は見出せない。ENSADデータベースでは、次の結果のひとつ以上をもたらす事故をシ

ビア・アクシデントと考えている：5人以上の死者、10人以上の負傷、200人以上の避

難者、1万トン以上の炭化水素の放出、25平方キロ以上の土地や水面の強制浄化、食品

消費の大規模な禁止、5百万ドル(2000年の価値で)以上の経済的損失などである。死亡

者数は一般にもっとも信頼できる指標とみなされていて、以下に示される結果はこの指標

を中心にしている。

原子力発電の場合では、統計的に意味のある過去の記録がないので、確率論的安全評価

(PSA)の適用が必要となる。OECD加盟諸国ではシビア・アクシデントに分類される事

故はこれまでひとつもなく、非OECD加盟諸国でたった1回(チェルノブイリ)しかなかっ

たからである。仮想的な原子力事故による被害はPSAの技術により分析されている(囲み

内参照)。

原子力規制の関係者は一般に、PSAは設計変更の安全性への影響を評価するための強

力な道具であるとみなしている。しかしPSAの結果である絶対値そのものには、ほとん

ど重要性はないものとみなしている。
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確率論的安全評価

確率論的安全評価(PSA)とは原子力発電所のような複雑なシステムにおける

リスクを評価するのに使われる系統的かつ総合的な技法である。また複雑な技

術を利用する他の産業、例えば化学産業、民間航空や飛行機製造などでも使わ

れている。PSAは原子力発電所の設計と運転の両方の段階で、苛酷な炉心損傷

や放射能放出となりうる考えられる故障と事象の順序を見つけて分析するため

に用いられる。PSAでは次の三つの疑問を投げかける：

・炉心を損傷することになりうる最初の故障と連続した事象の順序とは何か？

・炉心損傷と、場合によっては発生し得る放射能放出は何を結果としてもたら

すか？

・これらの事象の起こりやすさはどの程度か？

PSAはすべての予測される故障の確率と結果を数値的に評価し、それぞれの

リスクを決定する。起こりうるシステムの故障の分析とは、人間の信頼性の評

価や共通要因故障(いくつかの系統で同時に故障した場合の影響を見る)を含んで

いる。PSAは、プラントの内部で発生する事象と外部事象の両方、さらに運転

中だけでなく停止中についても考慮する。内部で発生する事象は部品の故障や

人間の過誤を含み、外部で発生する事象は地震のような自然災害と、飛行機の

墜落のような人間の活動による(人為的)事象を含んでいる。その分析の結果は、

入力の信頼性データと考慮している故障の包括性に依存するので、必ずしも正

確に事象発生確率を予測していると考えるべきではない。
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A4.1 ENSADの内容
ENSADデータベースには現在、18,706のすべての種類の事故の記録が入っていて、

その88.4%は1969年から2000年に発生したものである。この期間内に6995件の事

故が5人以上の死亡をもたらし、その39.5%は自然災害であり60.5%は人為事故である。

後者はさらに1870のエネルギーに関連する事故(44.2%)と2363のその他の人為事故

(55.8%)に分けられる。

図A4.1は1969年から2000年の総ての分類の自然災害および人為的なシビア・アク

シデント(5名以上の死亡)による死者数を示していて、総数で約340万人に上る。うち

90%以上が自然災害の犠牲者で約10%が人為的なシビア・アクシデントによる犠牲者

である。この人為的なシビア･アクシデントの37%がエネルギー関連の事故である。

事故ではない最大の災害としては、1970年のバングラデシュでの嵐と洪水の大惨事

(死者30万人)、次いで1976年の中国での唐山地震(29万人)と1983年スーダンにおけ

る干ばつと内戦(25万人)である。それに比較して、最大の人為事故による死者数は、一

桁か二桁低い。上位に位置するエネルギー関連の事故としては、1975年の中国での板

橋および石漫攤ダム決壊(2万6千人死亡)、1987年のフィリリピン沖でのタンカー「ビ

クター号」とフェリー「ドナ･パス号」の衝突(4386名)、1982年のアフガニスタン、

パルバン地方のサラン・トンネルでのタンクトラックとほかの車両との衝突事故がある。

エネルギーとは関係のない大事故としては、1984年のインド、ボパールの殺虫剤工場

での事故(死者5千人)、1993年のハイチの海岸でのフェリー「ネプチューン」の沈没、

1993年の中国、皇后ダム(主要目的が灌漑と水供給)の決壊(1250名)が挙げられる。
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図A4.1　1969年～2000年の自然災害と人為的なシビア・アクシデント(5名以上の死亡)
による死者数

注記：矢印は分類ごとの三つの重大事故を示し、本文でも言及
出典：Burgheerほか(2004)のデータを一部更新
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ENSADデータベースには1969年から2000年の期間に起きたいろいろなエネルギー

供給チェーンで発生した1870件のシビア・アクシデントを含んでいて、即死者は

81258名となる(表A4.1参照)。石炭チェーンはすべての事故の65.3％を占め、だいぶ

離れて石油が第2位の21.2％である。天然ガス(7.2％)、液化石油ガス(LPG)(5.6%)チ

ェーンはもっと小さく、さらに水力と原子力はそれぞれ1％以下である。石炭チェーンの

事故が近年非常に多い、という結果になっているのは、まったくのところ中国の石炭産業

の詳細な事故統計が以前は知られていなかったものが、公表されたことによる。中国の石

炭チェーンで収集された1044件の事故のうち819件が1994年から1999年に起きた

ことになっており、「中国石炭産業年報」が毎年発行される以前は相当過小評価されてい

たことを意味している。

死亡者数は2万6千人に上る板橋および石漫攤ダム決壊が他を圧倒している。その結果、

水力チェーンが全死者数の36.8％を占めることとなっている。化石チェーンの中では、

石炭関連が最大の死者数となっており、石油、LPG、天然ガス関連と続く。

A4.2 主要なエネルギー供給チェーンの比較分析
統合指標として発電量GWyrあたりの死亡者数を、OECD加盟諸国と非OECD加盟国別

に計算した。注意点として、個別のエネルギー供給チェーンの指標の統計的根拠は非常に

異なることである。たとえば5人以上の死亡者の石炭チェーンの事故は1221件あるのに

対し、原子力ではたった1件(チェルノブイリ)しかない。図A4.2では、個別のエネルギ

ー供給チェーンについての統合、規格化された死亡率には相当の違いがあることを示して

いる。一般にはOECD加盟諸国の死亡率は非OECD加盟諸国のそれと比べて格段に小さ
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表A4.1　1969年から2000年における化石、水力、原子力エネルギーチェーンで
発生したシビア・アクシデント(死者5名以上)の概要

エネルギー供給
チェーン

OECD加盟国 非OECD加盟国 世界合計

事故 死者数 事故 死者数 事故 死者数

石炭

石油

天然ガス

LPG

水力
原子力

合計

a.　第1行：石炭は中国を除く非OECD加盟国、第2行および第3行：Coal China 1969-2000によるが、括弧内
は1994年から1999年。1994年から1999年のデータのみが代表的で、それ以前は相当過少の報告となっ
ていることに注意。

b.　急性死亡のみ
出典：Burgheerほか(2004)のデータを一部更新

75 2,259 102
1,044
(819)a

4,831
18,017
(11,334)a

1,221 25,107

165 3,713 232 16,505 397 20,218

90 1,043 45 1,000 135 2,043

59 1,905 46 2,016 105 3,921

1 14 10 29,924 11 29,938
0 0 1 31b 1 31

390 8,934 1,480 72,324 1,870 81,258



い。化石燃料チェーンの中ではLPGにおけるGWyrあたりの死亡率がもっとも高く、これ

に石油、石炭と続き、天然ガスが最も低い。西側炉型の原子力と水力発電プラントは最低

の死亡率となっている。OECD加盟諸国の最近の水力発電においては非常に低い死亡率

となっていて、スイスの原子力発電プラントのPSAによる値とほぼ同じであり、それに

対して非OECD加盟諸国ではダム決壊のリスクははるかに大きい。また図は、中国の石

炭チェーンは別に扱う必要があることを示している。というのは事故による死亡率は他の

非OECD加盟諸国と比べておよそ10倍、OECD加盟諸国と比べると40倍にもなるから

である。

これまでの議論は即死者に限定しているが、原子力チェーンの場合には晩発性死亡者数

が全体の死亡者数を支配している。人間の健康に影響する苛酷な事故(つまり、非OECD

加盟諸国で5人以上の死亡者を出したチェルノブイリ事故)では、晩発性死亡率の推定値

はGWyrあたり13.9から51.2人の死亡となる(非OECD諸国で)。しかしこの推定を

OECD諸国の原子力に適用するのは不適当で、OECD加盟諸国のプラントは異なる安全

技術を用い、厳重な規制体系の中で運転しているからである。これはまた現在の非

OECD加盟諸国でも大部分当てはまると言える。OECD加盟諸国では、PSAに基づく潜

在的死亡率はしたがって一般にはかなり小さく、GWyrあたり0.02となる。
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図A4.2　統合、規格化したエネルギー関係死亡率の比較、
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1969年～2000年まで

中国1994から1999
中国を除く非OECD

OECD
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注記：OECD加盟諸国および非OECD加盟諸国の1969年から2000年までの過去のシ
ビア・アクシデント(5人以上の死者)経験に基づく。ただし、「中国石炭産業
年報」は1994年から1999年分しかないので中国の石炭は例外となる。即死者
のみを対象としていることに注意。

出典：Burgheerほか(2004)のデータを一部更新



図A4.3に示す頻度と被害(F-N)の曲線(リスクカーブのこと)でも、統合指標から得られ

るエネルギー供給チェーンの場合と順位は同じだが、各チェーン特有の最大被害やある被

害以上の事故の確率についてより多くの情報が得られる。

OECD諸国では明らかに化石エネルギーチェーンのほうが水力と原子力に比べてシビ

ア・アクシデントの頻度は高い(図A4.3a)。化石燃料チェーンの中では、LPGが最悪で

天然ガスが最良であり、石炭と石油は中間に来る。最大被害を比べて見ると、水力は1点

のデータしかなく、続いて天然ガス(109名)で、ほかの化石燃料は天然ガスの2.5倍から

4.5倍となっている。

非OECD加盟諸国(図A4.3b)でも、F-N曲線の順番はOECD加盟諸国のものと同じだが、

中国の石炭チェーンは他の非OECD加盟諸国と比べて極端に悪いので例外として考える。

さらに、死者に対応する頻度もOECD加盟諸国に比べて非OECD加盟諸国では高くなっ

ていて、LPGと石炭関係の中国(1994から1999年)での死亡頻度は低死者数のところで

も10-1以上大きくなっている。チェーン別の最大値を見ると、中国を除く非OECD加盟

諸国における石炭と石油、LPGにおける値はOECD加盟諸国のそれよりもかなり大きい。

加えて、個々のチェーンでの最大死亡者数の幅は非OECD加盟諸国でより大きく、その

理由は特に石油チェーンにおける最大死者数の値が歴史的に、他の化石エネルギーチェー

ンと比べて一桁大きくなっているためである。

原子力エネルギーでは、即死の頻度は低く、晩発性死者数が明らかに支配的である。
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図A4.3　エネルギー供給チェーン全体での頻度－被害曲線の比較
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OECD加盟諸国での原子力に関連する苛酷な事故の死亡者数の期待値は大変低いが、最

大の想定死亡者数は、予想される潜在死亡者数が支配するので大きくなりうる。すなわち、

同じく大事故として原子力関連以外の領域で1975年に中国で起きた板橋および石漫攤

ダム決壊と比べられるかもしれない。チェノブイリについての結果は、ヒルシュバーグら

が報告している(1998)。EC/IAEA/WHOとUNSCEARの初期の調査研究は、チェルノ

ブイリによる全潜在死亡者数の数値的評価の主な基盤となっていて、ロシアを含む多数の

関係筋からも支持されている。そこで示された、推定される潜在的死亡者数は将来70年

間で9,000人(線量切捨てに基づく)から33,000人(線量切捨てなしの北半球全体で)の範

囲である。ここでの推定値の上限は最大汚染地域に限っておらず、(意図的に)保守的に示

されている。

放射線に関しては、個人が受けるごく少量の被爆によるリスクは同じように小さいが、

空間的、時間的に見ると、一度に大量の人が影響されるものである。大きな集団線量(何

百万ものごく微量の線量を合計したもの)をしきい値なしの線形線量応答関数と結びつけ

ると(すなわち、長期にわたるがんによる死亡確率が、たとえ無限小であっても線量に直

接的に関係する)、推定される健康影響は甚大なものとして評価されうる。つまり、これ

をバランスの取れた見方をすると、チェルノブイリ事故による全世界の実効線量は

600,000人・シーベルトで、これは世界中の人が毎年自然の線源から受ける

13,000,000人・シーベルトのたった5%にしかならないのである。チェルノブイリ事

故による前述の死亡者数を計算したのと同じ70年間について考えると、自然線源による

集団線量は、910,000,000人/シーベルト(人口は同じとして)でチェルノブイリ事故の

1,500倍にもなり、したがって理論的には自然バックグラウンドによる被爆で1,500倍

の死者がでることになるのだ。

さらに、(第4章で議論したように)ベースロードとして主要な代替電源である化石燃料

の燃焼による潜在的な健康影響(第4章で議論したように)を考えてみると、さらに総体的

な見通しが得られるのである。OECDの「環境展望」(2008)は、微粒子(10ミクロン以

下)による戸外大気汚染で、2000年にはおよそ960,000人の早死がもたらされ、世界

全体で9,600,000年分の生命損失をもたらしたと推定している。このOECD「環境展望」

の基準推定では、2030年までにこれらの値は3,100,000人の早死にと25,400,000

年分の生命損失に増加すると見ている。このすべてが電力生産によるわけではないが、同

報告では欧州環境庁はそのうち30％がエネルギー生産からと推定しており、欧州の排出

基準は世界のほかの多くの国よりも厳しくなる。

2005年9月に、チェルノブイリ事故被害についての新しい報告がチェルノブイリ・フ

ォーラム (2005) より公表された。このフォーラムは国連の専門機関(IAEA, WHO,

UNDP, FAO, UNEP, UN-OCHAとUNSCEAR)および世界銀行とロシア連邦、ベラル

ーシ、ウクライナの政府からなる。この報告は自然科学者や経済学者、健康専門家が見出

したものを反映している。この報告のひとつの結論は、高汚染地区で最大4千人がチェル

ノブイリ事故からの放射線量により最終的には死亡することになるが、大部分はいわゆる

「汚染除去作業者」である。これは前に述べた値よりかなり低いが、より限定した地域で

あるからである。それにもかかわらず報告書は、大規模の経済的、社会的損失を強調し、
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単に死亡率だけで示されるもの以上のチェルノブイリ事故の大惨事の状況を明らかにして

いる。

最後に、チェルノブイリに基づく評価とスイスの原子力発電所についての確率論的なプ

ラント特有の評価の間の大きな違い(図4.3 a, b)は、過去の事故データを技術と運転環境

においてまったく異なるケースに当てはめる際に生じる限界を表している。

A4.3 結論
ENSADデータベースはエネルギー分野におけるシビア・アクシデント・リスクの技術

的な評価にとって根拠の確かな基礎となる。しかし全チェーンのリスクが発電プラントに

限定される場合や、OECD加盟諸国の水力や原子力発電所のように過去の経験の情報の

利用と適用が限られている場合は、PSAによるアプローチで分析を補う必要がある。

比較評価の結果は、異なるエネルギー供給チェーンや国グループの間で数値上の相当な

差があることを示している。非OECD加盟諸国の水力と、化石エネルギーチェーンの上

流で最も事故が多く、それに対して天然ガスは化石チェーンの中で最小のリスクとなって

いる。国グループを比べると、エネルギー関係の事故リスクは明らかにOECD加盟諸国

で非OECD加盟諸国よりも小さい。

地域差の考慮は原子力と水力で特に重要で、シビア・アクシデントによる死亡率の期待

値はOECD加盟諸国の発電所で最低となる。

発電技術の選択には多くの要因があるが、ひとつは関連リスクの理解のレベルがどの程

度か、ということであろう。ここで示した分析は、多くの人々の考えに反して、原子力発

電が、厳しい基準によって設計、運転、規制されていて大変安全な技術であることを示し

ている(第7章参照)。
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補遺5 原子炉のタイプと技術

A5.1 原子炉のタイプ
この補遺では、原子力発電で用いられる主要な原子炉のタイプ(炉型)とその技術につい

て概観する。これらは現在世界中で利用されており、1970年代と1980年代に商業発

電プラントとして建設された初期の第II世代炉である。ごく少数の第 I 世代炉は現在でも

動いており、これらは1950年代と1960年代に開発された原型及び初期商業プラント

である。第III／III+プラントは少数ながら既に運転中であり、また多くプラントが現在建

設中である；これらは第13.3節で説明されている。

核分裂によって稼働する原子炉は、中性子のエネルギー(熱または高速)、冷却流体(水、

ガスまたは液体金属)、減速材タイプ(軽水、重水、または高速炉の場合には無し)及び原

子炉の世代により分類される。原子炉の世代は第13.2節で説明されている。

今日運転中の第II世代プラントのほぼ80%が通常の水(軽水)を減速材兼冷却材として利

用している。これらは、軽水炉(LWR)である。LWRには2つのタイプがある：加圧水型

炉(PWR)と沸騰水型炉(BWR)である。他には、重水を減速材兼冷却材として利用する加

圧重水炉(PHWR)があり、それは主にカナダとインドにある。黒鉛減速炉には2つのタイ

プあり、冷却材が軽水(LWGR、あるいはRBMK)または、二酸化炭素(GCR)のいずれか

である。高速増殖炉は、減速材を持たず、今日運転中のものは液体ナトリウムを冷却材と

して使用している。表A5.1は、各炉型の数と世界全体での電気出力を示している(IAEA,

2008)。補遺１に、運転中の原子炉、閉鎖及び建設中の原子炉の詳細を国別にまとめた。

商業炉の主要なタイプについて、以下概説する。各々基本的に共通の炉型ながら、国、

製造者及び運転者によりデザインに差がある。
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表 A5.1　世界の原子炉タイプの数

タイプ 基数
合計
MWe

中性子
エネルギー

冷却流体 減速材

出典: IAEA (2008).

PWR 265 243,429 熱 軽水 軽水

BWR 94 85,287 熱 軽水 軽水

PHWR 44 22,358 熱 重水 重水

LWGR 16 11,404 熱 軽水 黒鉛

GCR 18 9,034 熱 CO2 黒鉛

FBR 2 690 高速 ナトリウム なし

合計 439 372,202



A5.2 原子炉技術

A5.2.1 加圧水型炉(PWR)

世界全体で265基のPWRが運転中であるが、そのうち、150基がフランス、日本及

び米国にある(補遺1参照)。これらのプラントでは、通常の(「軽い」)水が冷却材および

減速材として使用されている。この技術は元々、潜水艦の推進機関のために開発された。

冷却材は高圧(約15.5 MPa)状態にあり運転中は液体に保持され、原子炉圧力容器と一次

冷却システムの配管からなる圧力境界の内部に閉じこめられている。冷却材は強力なポン

プにより循環され、熱は炉心から、蒸気発生器の中で隔てられた二次系ループに運ばれ、

水を沸騰させる。このようにして作られた蒸気によりタービン発電機を駆動する。このプ

ロセスの概略を図A5.1に示した(NEA, 2005)。

PWRでは濃縮燃料を使用しており、融点がほぼ2,800℃のセラミック状二酸化ウラン

が通例である。燃料ペレット(直径1cm、高さ1.5cmが典型的)は、通例ジルコニウムで

できた合金管の中に詰め込まれ、燃料棒になる。燃料集合体は、179～264本の燃料棒

を正方形に配列してできており、長さは3.5～4.0mになる。燃料集合体121～193体

がそれぞれの原子炉に装荷される(Mitsubishi, 2006)。燃料集合体は、分厚い鋼製圧力

容器の内部に格納され、原子炉が構成される。圧力容器、蒸気発生器とその他の一次循環

系構成要素を取り囲んでいるのが格納容器構造であり、原子炉を(例えば、航空機衝突か

ら)防護するとともに、格納容器内のあらゆる主な不具合事象に際しても外部環境への放

射能漏洩を防止するように設計してある。これは、コンクリートと鋼鉄による構造物であ

って、約1メートルの厚さがある。

VVERは加圧水炉であり、最初は旧ソ連で開発された。現在これらが使用されている国

は、ロシア連邦とその他にブルガリア、チェコ共和国、フィンランド、ハンガリー、スロ

バキア共和国及びウクライナである。VVERとは、ロシア語における、水冷却・水減速エ

ネルギー炉の略である。西側諸国の対応する炉型と同様に、VVERは当初原型炉から開発
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図 A5.1　加圧水型炉システム
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されてきたものの、最新のVVER 1000に至って、OECD諸国のLWRの特徴である重厚

な格納容器構造を有するようになった。

A5.2.2 沸騰水型炉(BWR)

94基のBWRが、9カ国で運転中であるが、その大部分は日本と米国にある(補遺1参

照)。BWRにおいても、通常の水が冷却材兼減速材として作用する。冷却材はPWRに比

して低い圧力に保たれている(約7MPa)ので、冷却材は沸騰して炉心から熱を取り出すこ

とができる。発生した蒸気はタービン発電機に直接運ばれて、蒸気発生器を介することな

く発電することができる。蒸気発生器が無いことは、PWRに比して、デザインを単純化

する一方で、発電タービンは低いレベルではあるものの放射能で汚染される。このプロセ

スの概略を図A5.2(NEA, 2005)に示している。PWRと同様に、BWRも濃縮ウランを

用い、分厚い鋼製圧力容器及び重厚な格納容器構造を持っている。

PWRもBWRもともに、燃料交換のためには圧力容器を開く必要があることから、そ

の間は原子炉を停止する必要がある。燃料交換は、毎年あるいは2年に一度行われ、燃料

集合体の1/4から1/3が新しいものと交換される。

A5.2.3 加圧重水型炉(PHWR) 

世界の7カ国で44基のPHWRが運転中であり、そのうち18基はカナダ、また15基は

インドにある(補遺１参照)。CANDU (Canadian deuterium uraniumの略称)炉は、

PHWRデザインである。第II世代PHWRでは、重水(D2O。重水素から出来ている水。

重水素は水素の重い同位体)を、冷却材と減速材の両方に使用する。重水減速材では、天

然ウランを燃料として利用できる。したがって、ウラン濃縮が不要で、その分のコストが

削減できる。他方、重水の製造には、通常の水からD2Oを分離するための専用のプラン

トが必要となる。D2O濃度を、天然水中の0.1%未満から、PHWRで用いられる99%に

まで上げるためである。
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図 A5.2　沸騰水型炉システム
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図A5.3は、PHWRの概略を示している(British Energy, 2006)。このタイプの原子

炉は、PWRあるいはBWRのような大きな圧力容器を持っていない。その代わりに、加

圧された重水が、多数の水平方向の燃料管(カランドリア)を通して核反応により加熱され、

蒸気発生器に送り込まれる。PWRと同様に、冷却材は蒸気発生器を通過して、二次系ル

ープ中の通常の水を沸騰させる。PHWRデザインの利点は、燃料が、単一の圧力容器の

中ではなく、一連の圧力管の中に納められていることである。このために、運転中に燃料

交換が可能になる。一方、PWRとBWRでは、燃料交換のため原子炉を一旦停止しなけ

ればならない。PHWRは、この特徴のために高い設備利用率が可能となるが、デザイン

の複雑さは増している。

A5.2.4 ガス冷却型炉(GCR)

現在18基のガス冷却炉が運転中であり、それらはすべて英国にある。2つのタイプが

あり、マグノックス炉(Magnoxの名称は、天然ウラン金属燃料要素を被覆するために使

用されるマグネシウム合金に由来する。)と、先進ガス冷却炉(AGR: Advanced Gas-

cooled Reactors)である。マグノックス炉は、元々の26基のうち4基のみが現在も運

転されている。AGRでは、ガス出口温度が600℃前後であるので、約42%の熱効率が

得られ、水炉の典型な値33～36%より優れている。両タイプともに、二酸化炭素を冷

却材として利用する。ガス冷却材は、原子炉炉心からの熱を、一連の蒸気発生器へ循環し

て、発電用タービンを駆動するための蒸気を発生させる。マグノックス炉は、金属形状の

天然ウランを燃料として使用する。AGRは、LWRのように、濃縮ウランを二酸化ウラン

の形で使用する。PHWRと同様にGCRでは、運転中に燃料交換が可能である。

図A5.4は、AGRの概略を示している(British Energy, 2006)。AGR炉も、現在も運転

中のマグノックス炉も、数メーター厚さのプレストレスト(高張鋼線により予め圧縮力をか

けた)コンクリート圧力容器の中に原子炉、蒸気発生器及びガス循環機を格納している。

438

図 A5.3　加圧重水型炉システム
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A5.2.5 黒鉛減速軽水冷却炉(LWGR［もしくはRBMK］) 

16基のLWGR［もしくはRBMK］が運転中であり、その15基はロシア連邦に、１基

はリトアニアにある。リトアニアの炉は、2009年に閉鎖予定である。RBMKとは、高

出力チャネル炉を意味するロシア語の頭字語である。通常の水が冷却材として、また黒鉛

が減速材として使用される。燃料を納めている圧力管は、黒鉛炉心の中を貫通しており、

水はこの管を通して循環される。BWRの場合と同様に、冷却材は、原子炉を通り抜ける

際に沸騰し、発生した蒸気はタービン発電機に直接回される。PHWRデザインに似て、

RBMKでは運転中に燃料交換が可能である。圧力管デザインのため、LWRに要求される

大きな圧力容器を製造できない地域でも建設が可能になる。図A5.5は、RBMK［もしく

はLWGR］システムの概略を示している(British Energy, 2006)。
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図 A5.4　先進ガス冷却炉システム
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図 A5.5　黒鉛減速軽水冷却炉システム
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RBMKは初期の原子炉デザインであり、世界の他地域の原子炉が有する固有安全性を

一部欠いている。RBMK炉の物理特性は極めて複雑であり、加えて多くの安全手続き違

反が重なって、1986年にチェルノブイリで大事故に至った。事故後は、大規模な安全

性改良プログラムが実施されている。

A5.2.6 高速増殖炉(FBR) 

上記の原子炉タイプはすべて熱(中性子)炉であって、大部分の核分裂が減速材(水また

は黒鉛)により熱平衡近傍のエネルギーにまで減速された中性子によって引き起こされる。

高速炉では、核分裂は減速されていない「高速」中性子により引き起こされる。FBRで

は、核分裂当たりの中性子数が概して熱炉よりも多いので、連鎖反応を維持するのに必要

な数を超えた過剰な中性子が存在する。これらの余分な中性子は、原子炉が消費する分よ

りも多くの燃料を生産するために使うことができる。このために増殖と名付けられた。

FBRは、世界の利用可能な核燃料資源を60倍にまで増加させる可能性を持つことから、

長期的な原子力エネルギーの持続可能性の観点から重要である。多くの国々で20基前後

の高速炉が建設され、運転されてきたが、2008年5月時点では、フランスとロシアで2

基のみが運転中である(補遺1)。中国、インド及び日本は開発中である。

高速炉は減速材を持たないので、極めてコンパクトである；英国における、25万kW

高速炉原型炉の炉心は、大きなごみ箱のサイズである(British Energy, 2006)。高速炉

は、プルトニウム燃料、もしくは、典型的なLWRの4倍程度に濃縮度を高めたウラン燃

料を必要とする。これらの原子炉は、通常は液体ナトリウムで冷却される。液体ナトリウ

ムは、熱除去には極めて効率的である。ナトリウムは、加圧なしで500-600℃にまで加

熱可能であるので、原子炉には圧力容器は不必要である。仮に、冷却材ポンプが故障して

も、高速炉では自然循環によって冷却を維持することが可能である。
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補遺6 略語、頭文字、単位

略語および頭文字

ABB Asea Brown Boveri

アセア・ブラウン・ボベリ社

ABR advanced burner reactor

先進燃焼炉

ABWR advanced boiling water reactor

改良型沸騰水型炉

ADS accelerator-driven system

加速器駆動システム

AGR advanced gas-cooled reactor

新型ガス冷却炉

ALARA as low as reasonably achievable

合理的に達成可能な限り低く

APWR advanced pressurised water reactor

改良型加圧水型炉

ATR advanced thermal reactor

新型転換炉

BNFL British Nuclear Fuel Limited

英国原子力燃料会社

BWR boiling water reactor

沸騰水型炉

CANDU Canada Deuterium Uranium

カナダ型重水炉

CCS carbon capture and storage

炭素回収・貯留技術

CDM Clean Development Mechanism

クリーン開発メカニズム

C-E combustion engineering

コンバッション･エンジニアリング社(米国)

CEA Commissariat l' nergie atomique (France)

原子力庁(フランス)

CER certified emission reduction

認証排出削減量

éà

C

B

A
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CNNC China National Nuclear Corporation

中国核工業集団公司

CNRA Committee on Nuclear Regulatory Activities

原子力規制活動委員会

COL combined construction and operating licence

建設運転一括許認可

COP Conference of the Parties

(気候変動枠組み条約)締約国会議

CPPNM Convention on the Physical Protection of Nuclear Material

核物質防護条約

CRDM control rod drive mechanism

制御棒駆動装置

CTBT Comprehensive Nuclear Test Ban Treaty

包括的核実験禁止条約

DOE Department of Energy (United States)

エネルギー省(米国)

DTI Department of Trade and Industry (United Kingdom)

貿易産業省(英国)

EC European Commission

欧州委員会

EDF lectricit de France

フランス電力公社

EIA Energy Information Administration

エネルギー情報局

EIA environmental impact assessment

環境影響評価

ENEN European Nuclear Engineering Network

欧州原子力教育ネットワーク

EPR European pressurised reactor 

欧州型加圧水炉

ESBWR economic and simplified boiling water reactor

高経済性・単純化沸騰水型炉

EU European Union

欧州共同体

EURATOM European Atomic Energy Community (EAEC or Euratom)

ユーラトム、欧州原子力共同体
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FBR fast breeder reactor

高速増殖炉

GCR gas-cooled reactor

ガス冷却炉

GDP gross domestic product

国内総生産

Gen-III generation III reactor

第3世代炉

Gen-III+ generation III+ reactor

第3世代プラス炉

Gen-IV generation IV reactor

第4世代炉

GEH General Electric - Hitachi Nuclear Energy

GE(ジェネラル・エレクトリック)日立ニュークリア・エナジー社

GFR gas-cooled fast reactor

ガス冷却高速炉

GHG green house gases

温室ガス効果

GIF Generation IV International Forum

第4世代国際フォーラム

GNEP Global Nuclear Energy Partnership

国際原子力エネルギー・パートナーシップ

HDI Human Development Index

人間開発指数

HEU highly enriched uranium

高濃縮ウラン

HLW high-level waste

高レベル廃棄物

HTGR high-temperature gas-cooled reactor

高温ガス冷却炉

HTR high-temperature reactor

高温炉(一般には、ガス冷却炉)

IAEA International Atomic Energy Agency

国際原子力機関
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ICRP International Commission on Radiological Protection

国際放射線防護委員会

IDC interest during construction

建設期間中の金利

IEA International Energy Agency

国際エネルギー機関

IGCC integrated gasification combined cycle

ガス化複合発電

ILW intermediate-level waste

中レベル廃棄物

INPRO International Project on Innovative Nuclear Reactors and

Fuel Cycles

新型原子炉および燃料サイクルについての国際プロジェクト

INS Innovative Nuclear Energy Systems

先進的原子力エネルギーシステム

IPCC Intergovernmental Panel on Climate Change

国連気候変動に関する政府間パネル

ISL in situ leaching

原位置浸出

ITER international thermonuclear experimental reactor

国際熱核融合実験炉

KBS-3 K rnbr nslecykelns slutsteg-3?

(Swedish concept for deep disposal of spent nuclear fuel)

スウェーデンの使用済燃料深地層処分概念

LEU low-enriched uranium

低濃縮ウラン

LFR lead-cooled fast reactor

鉛冷却高速炉

LILW low- and intermediate-level waste

低・中レベル廃棄物

LLW low-level waste

低レベル廃棄物

LLW-LL low-level waste long-lived

長寿命低レベル廃棄物

LLW-SL low-level waste short-lived

短寿命低レベル廃棄物
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LPG liquefied petroleum gas

液化石油ガス

LWGR light water-cooled graphite-moderated reactor

黒鉛減速軽水冷却炉

LWR light water reactor

軽水炉

MDEP Multinational Design Evaluation Programme

多国間設計評価プログラム

MIT Massachusetts Institute of Technology

マサチューセッツ工科大学

MNA multilateral nuclear approaches

多国間原子力アプローチ

MOX mixed oxide fuel

混合酸化物(燃料)

MSR molten salt reactor

溶融塩炉

NEA Nuclear Energy Agency

原子力機関

NEPTUNO Nuclear European Platform for Training and University

Organisations

欧州原子力訓練･大学基盤機構

NGO non-governmental organisation

非政府組織

NNWS non-nuclear weapon state

非核兵器国

NORM naturally occurring radioactive material

天然起源放射性物質

NPP nuclear power plant

原子力発電プラント

NPT Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons

核拡散防止条約

NRC Nuclear Regulatory Commission (United States)

原子力規制委員会(米国)

NSG Nuclear Suppliers Group

原子力供給者グループ

NWFZ nuclear weapon-free zone

非核地帯

N

M

447



NWS nuclear weapon state

核兵器国

O&M operation and maintenance

運転・保守

OECD Organisation for Economic Co-operation and Development

経済協力開発機構

OSPAR Convention for the Protection of the Marine Environment of

the North-East Atlantic

北東大西洋の海洋環境の保護のための条約

PBMR pebble bed modular reactor

ペブルベッド型モジュール炉

PHWR pressurised heavy water reactor

加圧重水炉

PM particulate matter

粒子状物質

PRIS Power Reactor Information System

発電炉情報システム

PSA probabilistic safety assessment

確率論的安全性評価

PSR periodic safety review

総合定期安全審査

PV photovoltaic

太陽電池

PWR pressurised water reactor

加圧水型炉

QA quality assurance 

品質保証

RAR reasonably assured resources

確認資源

R&D research and development

研究開発

RBMK Reaktor Bolshoy Moshnosty Kanalny

(high power channel-type reactor)

黒鉛減速水冷却炉(旧ソビエトで開発された高出力チャンネル型炉)
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SCWR supercritical-water-cooled reactor

超臨界水冷却炉

SFR sodium-cooled fast reactor

ナトリウム冷却高速炉

SMR small or medium reactor

中小型炉

SNF spent nuclear fuel

使用済燃料

SRES Special Report on Emissions Scenarios

排出シナリオに関する特別レポート

THTR thorium high-temperature reactor

トリウム高温炉

TPES total primary energy supply

総一次エネルギー供給

TRU transuranic

超ウラン元素

UCTE Union for the Co-ordination of Transmission of Electricity

送電協調連盟(欧州)

UN United Nations

国際連合

UNFCCC United Nations Framework Convention on Climate Change

国連気候変動枠組み条約

UNSCEAR United Nations Scientific Committee on the Effects of

Atomic Radiation

国連原子放射線の影響に関する科学委員会

VHTR very high-temperature reactor

超高温炉

VLLW very low-level waste

極低レベル廃棄物

VVER Vodo Vodianoy Energetichesky Reaktor 

(water-cooled, water-moderated power reactor)

水減速水冷却炉(旧ソ連で開発された加圧水型炉)
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WANO World Association of Nuclear Operators

世界原子力発電事業者協会

WNA World Nuclear Association

世界原子力協会

単位
billion 10億

G ギガ＝109

k キロ＝103

M メガ＝106

m ミリ＝10-3

T テラ＝1012

GWyr ギガワット年

GW/yr ギガワット／年

GWd/t ギガワット日／トン

kWh キロワット時

man-Sv 人シーベルト

Mpa メガパスカル

MSWU 100万分離作業量単位

Mtoe 百万トン(石油換算)

MWe メガワット電力

MWth メガワット熱

ppm 百万分の１

t トン

t/yr トン／年

TBq テラベクレル

tHM トン重金属

tU トンウラン
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